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はじめに 
 
 
筆者は法務省矯正局の管轄となる少年鑑別所で 9 年間、刑務所で 3 年間、鑑
別技官として犯罪・非行臨床に従事してきた。初めて矯正施設に勤務したのは
少年鑑別所で業務内容は、臨床心理学的アセスメントだけではなく、収容施設
の管理運営に関するものまで多岐に渡っていた。何れの業務も犯罪者の改善、
更生を目的として行われているものである。 
犯罪者が改善、更生したかどうか、それを判断する一番の基準は、犯罪者が
社会に戻った後に再び犯罪に及んだかどうか、すなわち再犯である。しかしな
がら、実際に施設で勤務をしている時のことを思い出してみると、収容者が社
会に戻った後に再犯をしたかどうかについて、筆者自身はそれほど注意を向け
ていなかったように思う。施設勤務をしていると再犯への関心が希薄になりが
ちであった気がする。これは一緒に働いている同僚の職員も同様であったよう
に思う。もちろん、矯正施設の職員は皆が犯罪者の更生のために働いている。
果たして自分が処遇で面倒を見た犯罪者が社会に出て立ち直ることが出来るの
か、それが大きな関心事であることには疑いがない。しかしながら、一旦、自
分の勤務している施設を退所してしまうと、その後、彼らがどのように社会の
中で暮らしているかを知ることは殆ど無い。顔を合わせることはもちろん無い
し、手紙を書いてくる元収容者も数としては極めて少ない。退所した犯罪者と
法令の定める業務以外で接触することは禁忌である。 
また、収容施設の業務は多忙を極める。施設職員は施設に関する仕事は何で
もやる。収容者の食事を作り、配食し、皿を洗い、洗濯、掃除をし、裁判とも
なれば手錠をかけて裁判所に護送に出向く。面接をやり、心理検査を取り、所
見を書く。収容者同士の喧嘩もあるし、職員の目を盗んでは悪さをする収容者
もいる。施設の規律を維持し、運営していくことは並大抵の苦労ではない。そ
んな中で、収容者が施設を退所することになれば、その収容者については「と
りあえず終わった」と考えるものである。施設を出た後に元収容者が何をして
いるのかは知る由もない。忙しい勤務の間にふと「そういえば、この前、施設
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を出ていったあいつ、今頃何をしているのだろう」などと考えたりもするが、
重要なのはそんなことよりも、目先の収容者への処遇である。今現在、施設に
収容されている犯罪者のことで頭は一杯である。もちろん、再犯をして再び施
設に戻ってくるようなことでもあれば、処遇の対象にはなるのだが・・。施設
の仕事で最重要であるのは、施設からの逃走、施設内での自殺、暴行を防ぐこ
とである。また、非行少年に対する教育において、再犯防止は目標の一部を占
めているにすぎず、出所後に再犯をしたとしても、教育が失敗に終わったわけ
ではないとする声も以前は大きかったように思われる。 
筆者は施設勤務をしているうちに、再犯に対する関心が希薄な組織風土に漠
然とではあるが不思議さを感じるようになっていった。犯罪者処遇が成功した
か失敗したかを判断する上で、その後その犯罪者が再犯したかどうかは重要な
指標なのではないか。そうした疑問を抱いて、欧米の文献などを少しずつ調べ
ていくと、再犯の有無を基準にして処遇効果を検証したり、リスク・アセスメ
ントを行ったりすることがほとんど当たり前のように行われていることがわか
ってきたし、我が国でも数少ないながらそうした取り組みが行われていたこと
を知った。また、平成 11 年に法務省の研修で、先進的な欧米の再犯研究動向を
知ったこともきっかけとなり、筆者自身も再犯研究を始めるようになった。自
分自身で再犯研究を始めた頃は十分な知識も経験もなく、初歩的で幼稚なもの
から手探りでデータを集めては、実験的に分析を試みていたに過ぎない。そう
した中で、平成 12 年頃のことだったと思うが、勤務している少年鑑別所で無理
を言って購入してもらった Stat View という統計分析ソフトを使って、夜勤の
時にカプラン・マイヤー推定に基づく生存関数を初めて描いた時には、少なか
らぬ感動を覚えた記憶がある。 
当時は再犯の研究をしていてもさほど人から興味を惹かれることもなかった
ように思う。生存関数のプロットを少年鑑別所の同僚に見せると「面白いね。」
とは言ってくれるものの、特段それ以上の関心は得られなかったように思う。
再犯研究で初めて学会発表をしたのは平成 13 年だったが、「難しそうな研究を
されてますね」と言われた程度で、さほどの反響はなかった。 
しかし、犯罪者の再犯に対する世間の興味、関心はその後一転して高まりを
見せるようになった。きっかけとなったのは、奈良県奈良市で平成 16 年に小学
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校 1 年生の女子児童が誘拐の後に殺害・遺棄された事件ではないかと思う。こ
の事件で、加害者は性犯罪の前科を持つ人物であった。すなわち、再犯として
事件が起こったのである。本事件のような再犯を防ぐために、国家として適切
な手立てが講じられていたのか、そうであるとしたら、どうしてこのような事
件が起きたのか、そういった観点から、再犯は俄に、急速に社会の関心を集め
るようになっていったと思う。実際に、この事件を契機として刑務所では性犯
罪再犯防止プログラムが本格的に導入されることになった。平成 24 年 7 月 20
日には、犯罪対策閣僚会議において刑務所出所者等の再犯防止に向けた総合対
策「再犯防止に向けた総合対策」が決定され、策定後 10 年間の取組における数
値目標として、「刑務所出所後 2 年以内に再び刑務所に入所する者等の割合を今
後 10 年間で 20％以上削減する」ことが掲げられた。平成 25 年度からは少年鑑
別所で筆者も開発に関わった実証的な再犯研究を元に構成された法務省式ケー
ス・アセスメント・ツール(MJCA)の運用が始まっている。 
昔は再犯なんて話題にもならなかったのに、時代は変わったものだと思う。
筆者が再犯研究を細々と始めた十数年前とは隔世の感がある。本研究は筆者の
これまでの研究を背景に、昨今になって一層重要性を増している再犯研究の理
論、研究史を論じ、実際にリスク・アセスメント・ツールの構成を行ったもの
である。 
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第 1 章 
 
犯罪リスク・アセスメントの現状 
及び理論的背景 
 
 
 
我が国の平成 25 年の一般刑法犯認知件数は 131 万 3,140 件であった。近年、
この認知件数は減少傾向にはあるが、我々は社会の中でこの膨大な数の犯罪に
対応していかなければならない。発生した犯罪への対処としては、まず捜査機
関による被疑者の検挙や司法の場での犯罪事実の立証といった過程が先にある
わけだが、本論文で取り上げる犯罪リスク・アセスメントはその後の犯罪者の
取り扱い、すなわち、犯罪に及んだ者が検挙され、犯罪行為が事実認定された
後で、その犯罪者をどのように処遇したらよいかに関する枠組みを提示する。 
万引きをした、無免許運転をした、人を殴って怪我を負わせた、お金を脅し
取った等、我々の社会では様々な犯罪が発生しているが、いざ犯人を捕まえた
後で、その犯人をどのように取り扱えばよいのか。そのためには、この犯罪者
は今後再び犯罪を繰り返すのだろうか(再犯リスクの査定)、この犯罪者を犯罪へ
と方向づけた要因は何だったのだろうか(犯因論的リスク要因の査定)、この犯罪
者が再び犯罪に走らないようにするためにはどういった点に注意をして指導を
していけばよいだろうか(処遇計画の策定)、といった疑問に答えていかなければ
ならない。 
諸外国では、リスク・アセスメント・ツールと呼ばれる手法が開発され、対
象者の再犯・再非行に関連する要因や、改善更生に必要と考えられる処遇につ
いて把握することが可能となっているが、近年、我が国においてもこうした取
り組みが行われ始めた(西岡, 2013)。本章では、こうした取り組みの理論的基盤
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となる犯罪リスク・アセスメントについて解説する。 
 
 
第 1 節 犯罪リスク・アセスメントとは何か 
  
 
犯罪リスク・アセスメントの社会的意義 
 
犯罪リスク・アセスメントとは、犯罪の性質や個別の状況、犯罪者の態度、
信念を評価し、それによって犯罪者が将来的に法律に沿った生活ができるよう
援助するのに必要な介入のタイプを明確にすることである(Youth Justice 
Board, 2006)。犯罪リスク・アセスメントは、犯罪者の再犯可能性の査定に加え
て、どのように処遇、教育を行ったらその犯罪者を更生させることができるか
その方針を策定することも含んでおり、刑事司法施設の主たる活動となる犯罪
者の処遇選択と社会的安全を確保しながら犯罪者の釈放を決定する上で重要な
役割を演じる(Bonta, Harman, Hann, & Cormier, 1996)。 
犯罪リスク・アセスメントは、担当者が自覚するしないにかかわらず、犯罪
を取り扱う国家機関である司法機関や矯正施設が行う活動の広範な領域で行わ
れている。例えば、裁判官は裁判において犯罪者に対して社会内処遇である執
行猶予に付すか、施設内処遇である懲役刑を科すかの判断を行っている。保護
観察官は保護観察処分決定を受けた成人および少年の犯罪者に対して社会内で
どのような処遇、教育が必要であるかを策定して保護観察を行う。刑務所には
分類部門、教育部門といった部門が設置され、入所者に対してどのような矯正
教育を行うべきかを査定している。少年保護法制においては、少年鑑別所が行
っている資質鑑別や家庭裁判所調査官が行っている社会調査も犯罪リスク・ア
セスメントに相当するものである。 
 犯罪リスク・アセスメントを行うに当たって、再犯リスクの査定は中核的な
役割を担っている。再犯リスクとはある犯罪をした犯罪者が再び犯罪に及ぶ可
能性であり、通常は確率を用いて表される。窃盗を行った犯罪者がいたとして、
この犯罪者が一定期間内に再び何らかの犯罪に及ぶ確率が 0.7 だとすれば、この
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確率 0.7 が再犯リスクを示す数値となる。言い換えれば、再犯率は 70％という
ことになる。これはある人が疾病にり患して治療を受けた後に、疾病が再発す
るかどうかという再発リスクと同じである。疾病の場合には、1 年以内の再発率
が 20％、2 年以内の再発率が 30％などと査定されるが、再犯リスクも考え方は
同じである。 
再犯予防とは再犯リスクを減らすために何らかの働きかけを行うことである。
ある犯罪者の再犯リスクが 60％であったとき、矯正教育や矯正処遇を実施する
ことでこれを 40％まで低減させることができたとすれば、再犯予防の働きかけ
が一定の効果を持ったということになる。犯罪リスク・アセスメントは犯罪者
に対する処遇選択を再犯リスクの評価に重点を置いて行うというアプローチで
ある。 
犯罪者の再犯リスクを評価することは、以下に示すような意義を有する。ま
ず、再犯を防止するために行われる矯正教育は、再犯リスクに影響を与える要
因に焦点を当てて行う必要がある。Andrews & Bonta (2010)がニード原則と呼
んでいる考え方である。これに従えば、矯正教育が行われる内容と領域は再犯
リスクの評価を経ないと決められないこととなり、再犯リスクの査定は犯罪者
の処遇、矯正教育において不可欠なものになる。 
再犯防止にあたっては、再犯リスクが高い犯罪者には重点的で密度の高い教
育を行う一方、再犯リスクが低い犯罪者については密度の低い教育を施行する
べきであるという考え方があり、これはリスク原則と呼ばれる。低リスク者に
高密度の処遇を行ったり、高リスク者に低密度の処遇を行うと、処遇効果が失
われたり、場合によっては逆効果になるという知見があることから(Andrews & 
Bonta, 2010)、再犯リスクの評価には可能な限り正確さが求められる。その際、
伝統的な非構造的臨床判断や一般的心理検査による予後評定は、再犯リスク評
価を保険数理統計学的に評価することに比べて予測力が劣るという証拠があり、
そのため、客観的評価ツールの利用が推奨されてきた(寺村, 2007)。 
 
我が国における再犯防止処遇及び教育 
 
 犯罪者の改善・更生を目的として矯正教育や処遇を行うに当たって重要なこ
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とは、将来の犯罪可能性を低下させる要因を明らかにし、その要因に働きかけ
ることで、犯罪者が再び犯罪に及ばないようにすることである。これは、一見
すると当たり前の考えであるように思われるかもしれないが、犯罪者処遇の現
場でこれを実行しようとすることは極めて困難であり、我が国では長らくこう
した手続きが行われてこなかった。 
それが困難である第一の理由は、実証的な根拠に基づいた再犯リスクの評価
や処遇プログラムの開発を行うことに多大な労力がかかることである。将来の
犯罪を防ぐことに関連する要因を見極めるには、本当にその要因が将来の犯罪
に結びついているかどうかを、実証的に確認しなければならない。家庭環境の
悪さが将来の犯罪に結びつくかどうかを調べるには、家庭環境以外の条件を統
制した上で、その少年の予後を調べ、本当に家庭環境の悪い犯罪少年が、再犯
をしやすいかどうかを確認する必要がある。こうした確認には、前向き調査、
追跡調査、縦断的調査などと呼ばれる調査方法が用いられるが、これらの手法
では、犯罪者が社会に戻って 5 年以内に再犯するかどうか確認しようとすれば
実際に 5 年という歳月がかかってしまう。犯罪者に対してどういった処遇を行
えば再犯を防止できるかという課題についても性質は同じであり、ある処遇の
有効性を確認するには、対象となる犯罪者をランダムに処遇群、非処遇群に振
り分け、予後を追跡して再犯率を比べるという手続きが必須となる。これが実
証的な根拠に基づく、いわゆるエビデンス・ベイスト(evidence based)な犯罪リ
スク・アセスメント及び処遇プログラムの開発方法である。カナダやアメリカ
合衆国など、この分野の先進国では 30 年以上前からその作業を開始し、最近に
なって一定の成果が生み出されるようになってきたが、このように再犯リスク
に関して実証的な検討を行うには長大な時間がかかる。 
第二に、我が国では、犯罪者に対して行われるいわゆる矯正教育は、全人格
的教育である(副島, 1997)、という考え方が主流であったことが挙げられる。犯
罪者を教育するに当たっては、犯罪に走らないようにすること、言うなれば犯
罪性の除去をするだけでは不十分であり、情操面の豊かさや道徳的な物事の捉
え方を養い、教養や知識をつけさせることで内面の充実を図る必要があり、そ
れらを含めて人格的な成長を促すことが犯罪者の矯正教育であるといった考え
方が強かった。このような考え方は間違っているわけではないのだが、再犯防
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止という点に集中的に的を絞って教育を行うという発想が、我が国の犯罪者教
育において近年に至るまで重要視されなかった一つの要因になっていたと言え
るのではないだろうか。 
 
科学的な根拠に基づかない処遇の危険性 
 
犯罪者処遇において実証的な手続きを実施することは、手間のかかることで
はあるが、これを省くことには大きな危険が伴う。1970 年代にアメリカ合衆国
のニュージャージー州の刑務所で、服役している受刑者たちが犯罪少年に対し
て、刑務所での生活等についてプレゼンテーションを行うといった処遇プログ
ラムが行われた。これはスケアード・ストレート(scared straight)と呼ばれる再
犯防止教育法であり、刑務所での生活を受刑者が直接犯罪少年に対して生々し
く伝えることによって少年たちに恐怖を与え、それによって彼らの犯罪が抑止
されると考えられたのである。ところが、1980 年代に入って、このプログラム
の有効性についての実証研究が行われると、効果がない、あるいは、プログラ
ムを受けたほうが再犯しやすいといった結果が報告されるようになった(Lipsey, 
2009)。これは実証を経ず、机上の理論だけで、再犯防止に効果があるだろうと
予想して処遇、教育を行っていくことが危険であるということを示す一例であ
る。 
本当にその処遇が犯罪を抑止する効果があるかどうかを知るには、処遇を受
けた犯罪者と統制群となる処遇を受けなかった犯罪者を追跡し、再犯の有無を
調べ、両群の再犯率を比較するという実証研究を行っていくしかない。更には、
たった一つの実証研究によって、ある処遇が犯罪を抑止するという結果が得ら
れたとしても、それで十分であるということではなく、同様の作業、手続きを
繰り返し、メタアナリシスによって得られた研究知見が確定的であるかどうか
を更に検証していく必要がある。処遇方法や対象者のバリエーションも含め､広
範囲に研究を積み重ね、試行錯誤を繰り返しながら犯罪を抑止する教育システ
ムを構築していかねばならない。実証的な犯罪リスク・アセスメントを構築し
ていく作業が困難であるのはこうした理由による。 
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 第２節 犯罪リスク・アセスメントの原則 
 
 
静的リスク要因と動的リスク要因 
 
犯罪リスク・アセスメントでは、再犯リスクを高める要因のことを犯因論的
リスク要因(criminogenic risk factor)と呼ぶ。この犯因論的リスク要因は、省略
されてリスク要因と呼ばれたり、リスク・ファクターと呼ばれたりすることが
ある。ここでいう「犯因論的」とは犯罪が引き起こされる原因になるという意
味である。犯因論的リスク要因は、犯罪者処遇において改善の目標にならない
静的リスク要因(static risk factor)と目標になる動的リスク要因(dynamic risk 
factor)の 2 種類に分類される。 
 静的リスク要因 静的リスク要因は、再犯リスクを高める犯因論的リスク要
因の中でも、後から変化させることが不可能な要因のことである。過去の犯罪
歴、性別、初発犯罪年齢等の要因がこれにあたる。静的リスク要因は、処遇、
教育によって変化させたり、改善させる余地はないが、将来の再犯との関連性
が高く、再犯予測においては予測力の高い変数となる。取り消すことができな
い要因が、高い予測力を持つとすれば、それだけ犯罪者の再犯防止教育は困難
ということになるであろう。 
動的リスク要因 動的リスク要因は、再犯リスクを高める犯因論的リスク要
因の中で、後から変化させることが可能な要因のことを指す。家庭環境の問題
や自己統制力の低さ、過去半年の薬物使用、不就労等の要因が動的リスク要因
に当たる。動的リスク要因は、処遇によって変化させることが可能であるため、
犯罪者に対する処遇・教育においてはこれを低下させることが介入の主な目標
となる。例えば､劣悪な家庭環境が再犯リスクを高める要因になるのであれば、
処遇は対象者の家庭環境を改善することを目標にすれば良いわけである。 
動的リスク要因は、将来の犯罪との関連の強さや再犯の予測力は、一般的に
静的リスク要因に比べて劣っている。犯罪者にとって処遇や教育による改善が
必要な部分であることから、動的リスク要因はニーズとも呼ばれる。動的リス
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ク要因をニーズと呼ぶ場合には、静的リスク要因は単にリスクと呼ばれる。「リ
スク・ニーズ・アセスメント」という用語があるが、これは動的リスク要因と
静的リスク要因の両方について査定することを特に強調して述べている用語で
ある。既述のようにリスク要因と言えば、再犯リスクを高める要因全てを指す
ことが多いが、リスクという言葉が単体で用いられる時には、リスクはニーズ
と対比して静的なものに限定した意味となる場合がある。 
動的リスク要因は、時間的安定性の面から動的・安定的リスク要因(dynamic 
stable risk factor)と動的・急性的リスク要因(dynamic acute risk factor)に細分
されることがある(寺村, 2007)。動的・安定的リスク要因は、動的リスク要因の
内でも数か月から数年程度に渡って持続する比較的安定したリスク要因とされ、
自己統制力の乏しさ、性的暴力への肯定的態度、認知の歪みといったものがそ
れに該当する。一方、動的・急性的リスク要因は、先の動的・安定的リスク要
因と対比して非安定的な動的リスク要因を意味する。これは、状況に応じて数
秒から数週間程度で変化する時間的安定性が低い動的リスク要因であり、否定
的な気分や怒り、飲酒による酩酊といったものが該当する。 
犯因論的リスク要因が動的リスク要因であるか静的リスク要因であるかの区
別は明瞭な場合も多いが、定義の仕方によって変化する場合もある。家族との
関係が悪いという項目は、現在の家族と対象者の関係が悪いことであると定義
にした場合には、将来家族との関係が改善する可能性があるので動的リスク要
因となる。しかし、以前に家族との関係が悪かったという意味を表す場合には、
今後の改善とは無関係なので静的リスク要因とすべきであろう。 
犯因論的リスク要因に含まれる項目 犯因論的リスク要因の中には、特に強
い影響力を持つ 4 つのリスクがある。それは、1.犯罪経歴、2.反社会的人格パタ
ーン、3.反社会的態度・認知、4.不良交友である。Andrews & Bonta (2010)は
これらをビッグ 4 と呼んでいる。加えて、ビッグ 4 よりは小さいが、一定の影
響力を持つリスクが更に 4 つある。それは、5.家庭環境・婚姻状況、6.学校・職
場、7.余暇・娯楽、8.物質乱用である。これら 8 個のリスクを Andrews & Bonta 
(2010)はセントラル 8 と呼んでいる。 
犯罪経歴とは過去の犯罪歴、初発逮捕年齢、家庭裁判所係属回数といったも
ので、静的リスク要因の典型であり将来の再犯との結びつきは強い。 
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反社会的人格パターンとは、衝動性、リスク・シーキング、対人トラブルの
反復、攻撃的言動等、犯罪に結びつく人格傾向のことである。これらは動的リ
スク要因で、処遇や介入の目標となる。 
反社会的態度・認知は、犯罪に親和的で肯定的な態度、価値観、信念、それ
に合理化の程度及び自己を犯罪者とみなす自己認知などである。具体的には、
法律、警察、司法制度への否定的な感情、犯罪は割にあうといった考え方など
がこれにあたる。これらも動的リスク要因である。 
不良交友は、不良仲間、不良者とのつき合いに関するものであり、動的リス
ク要因として介入の目標となる。少年院における矯正教育では不良交友の絶縁
という教育目標がしばしば在院生に対して設定されている。 
家庭環境・婚姻状況は、家庭と婚姻に関連する犯因論的リスク要因である。
少年の場合には家庭環境に、成人の場合には婚姻状況に犯罪行動を促進する影
響を与える要素が含まれていることがある。青年期になると親からの直接的な
影響は、仲間集団からの影響力にとって代わられ、家族に関連したリスク要因
は影響力を失っていくとされる(Surgeon General, 2001)。青年期をどこで区切
るのかという問題や個別の家庭事情を考慮する必要はあるが、少年の方がもと
もとの家庭環境から親の規範やしつけを通して受ける影響が大きく、一方、成
人では原家族からの影響は小さくなる。 
学校・職場では、そこでの対人関係や適応状況が犯因論的リスク要因となる。
学校や職場が満足できない状態であったり、成績や業績を上げることができな
かったり、学校や職場を休んでばかりいたりといった内容がこれに当たる。こ
れらの内容は Hirschi (1969)の統制理論(control theory)のインボルブメントや
コミットメントに該当していると言える。 
余暇・娯楽は仕事や職場以外の時間に、反社会的ではない趣味や娯楽を持っ
て生活しているかどうかに関する項目である。具体的には、学校や地域でスポ
ーツやクラブ等のメンバーになっているかどうか、余暇時間に何か活動をして
いるかどうかを鑑別する。これらは Hirshi (1969)の統制理論ではインボルブメ
ントに該当するものである。少年院処遇規則第 23 条には少年院における教育指
針として「余暇の善用」という文言が規定されており、我が国の矯正教育では
古くから重視されてきた項目である。これらは、向社会的な方向で社会と関わ
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る機会を提供することで行動改善が期待できるので、介入目標として設定しや
すいものである。 
物質乱用は、アルコールや薬物使用の問題に関する要因である。過去の薬物
乱用よりも、現在の薬物乱用が動的リスク要因として重要になる。 
 
リスク・ニード・反応性モデル(RNRモデル) 
 
Andrews & Bonta (2010)は、RNR モデル(risk need responsivity model)とい
う犯罪リスク・アセスメントの理論と手法を提唱している。以下ではその主要
原則であるリスク原則、ニード原則、反応性原則について説明する。 
リスク原則 リスク原則は、犯罪者の処遇、教育において、再犯リスクの高
い犯罪者には高密度の処遇を、再犯リスクの低い犯罪者には低密度の処遇を行
うことが必要であるというものである。これは犯罪者の再犯リスクのレベルと
処遇及び教育のレベルを一致させなければならないということを意味しており、
この原則を守らないで犯罪者に対する処遇や教育を行うと、その効果が無効に
なったり、さらには逆効果となることがある(Andrews & Bonta, 2010)。寺村 
(2007)は、再犯リスクと処遇レベルの一致についての具体的な説明として、低リ
スク者には不介入、社会内資源を活用した軽度の介入、あるいは通所による心
理教育的な再発防止措置等を行う一方で、高リスク者には施設内の集中治療プ
ログラムを施行し、その後も監督指導を継続的に実施するなど手厚い対処を行
うことが要請されるとしている。 
表 1-1 は犯罪者の再犯リスクの高低と、実施された処遇や教育の密度の高低
によって、再犯率がどのように変わるかに関する 4 つの研究結果を記載したも
のである。何れの研究も再犯リスクの低い犯罪者に対しては、低密度の処遇や
教育を行った場合に比べて高密度の処遇や教育を行った方が、再犯率が高くな
っていることがわかる。 
高密度の処遇は、少年であれば少年院、成人であれば刑務所といったように
施設収容の上で集中的な教育を行ったものであり、不介入もしくは、社会内で
稼働しながら保護司などの指導を通所で受けるなどの低密度処遇に比べて費用
も労力もかかるが、低リスク犯罪者に対しては､そうした手間をかけて綿密に教 
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表 1-1 対象者の再犯リスクのレベルと実施した処遇の密度による再犯率の違い 
(Andrews & Bonta, 2010 から一部を修正して引用) 
 
行われた研究 再犯リスクの高低 
処遇、教育の密度 
低密度処遇 高密度処遇 
O’Donnell, Lydgate, & Fo (1971) 低リスク 
高リスク 
１６％ 
７８％ 
２２％ 
５６％ 
Baird, Heinz, & Bemus (1979) 低リスク 
高リスク 
３％ 
３７％ 
１０％ 
１８％ 
Andrews & Kiessling (1980) 低リスク 
高リスク 
１２％ 
５８％ 
 １７％ 
 ３１％ 
Bonta, Wallace-Capretta, 
 & Rooney (2000) 
低リスク 
高リスク 
１５％ 
５１％ 
３２％ 
３２％ 
(％は再犯率を示している) 
 
 
育を行った方がかえって犯罪を促進してしまう。逆に、再犯リスクの高い犯罪
者には、低密度の処遇や教育を行うよりも、高密度の処遇や教育を行わないと
再犯を抑えることができない。 
表 1-1 に示した研究のうち、Bonta, Wallace-Capretta, & Rooney (2000)のも
のを少し詳しく述べる。調査対象者はカナダの刑務所を仮釈放された者たちで、
このうち、高密度処遇群は、高密度回復処遇(intensive rehabilitation  
supervision: IRS)と呼ばれる教育プログラムを通所で受けた者 71 名で、この中
には、電子監視を受けた者(54名)と保護観察を受けた者(17名)が含まれている。
IRS の受講条件は非暴力犯罪、6 か月未満の刑期、中程度の再犯リスクを持つこ
とが条件となっており、また、電子監視の適用は非暴力、非性犯罪、6 か月未満
の刑期、中程度の再犯リスクを持つことが条件となっている。一方、低密度処
遇群は、IRS の受講条件には合致するがそれを受けなかった者たちで、更に電
子監視条件をも満たす者たちである。これによって、高密度群との等質化がは
かられた。実際、有職率、公的扶助歴(経済指標)、アルコール・薬物濫用、年齢、
教育年数、既婚歴などに関して両群に違いは見られなかった。ただし、高密度
群に暴力犯罪歴を持つ者の割合が高かった。これに加えて、全員に自己報告式
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のサービス水準目録改訂版(level of service inventory revised: LSI-R)を施行し
て犯罪リスク・アセスメントを行ったところ、群間に有意差は見られなかった。
それゆえ、これらの群は犯罪内容や犯罪リスクに関してはほぼ等質と考えるこ
とができる。 
LSI-R得点の中央値である 23によって対象者を高リスク群と低リスク群に分
け、それぞれ高密度処遇を受けた場合と低密度処遇を受けた場合の再犯率を調
べたところ、表 1-1 の最下段に示されている結果となった。高密度処遇群では
IRS 終了後 1 年以内の、低密度群関しては出所後 1 年以内の有罪判決を再犯と
している。これを見ると、他の研究結果と一致して、高リスクの犯罪者には高
密度処遇を行った方が、一方、低リスク犯罪者には低密度処遇を行った方が再
犯率は低くなっており、リスク・レベルに合わせた処遇を行うことが重要であ
ることが示されている。 
低リスク犯罪者への高密度処遇の悪影響 なぜ低リスクの犯罪者に高密度処
遇を行うと、処遇効果が無効になったり、あるいは、むしろ再犯率を高めるこ
とになったりといった逆の効果を持ってしまうのだろうか。Lowenkamp & 
Latessa (2004)によると、その理由は次のようなものである。 
 
1.  悪風感染：低リスクの犯罪者に高密度処遇を行と、しばしば、低リスクの
犯罪者を高リスクの犯罪者に接触させることが起こる。反社会的仲間が犯因
論的リスク要因であることは明らかであり、矯正現場の実務家であれば、高
リスクの犯罪者と低リスクの犯罪者を接触させることが良いやり方ではな
いということを知っているであろう。 
2. 社会資源の喪失：低リスクの犯罪者は、遵法的態度を持っていることが多
い。そうした人々を高度に構造化された、制限の厳しい状況に配置すること
は、低リスクの犯罪者を低リスクたらしめているこうした要因を破壊してし
まう恐れがある。例えば、勤務先を持つ人を 6 か月間の治療プログラムに参
加させるなら、その人は職を失ってしまったり、場合によっては、家庭も崩
壊してしまったりする可能性がある。彼の遵法的態度や遵法的交友関係は弱
まり、それらは反社会的な態度や反社会的な交友関係に置き換えられてしま
うであろう。彼が自分の生活環境に戻ってきた時、近所の人たちが「矯正プ
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ログラムからのご帰還ごくろうさまでした」と言ってパーティを開いてくれ
るとはとても思えない。言い換えるなら、この人の場合、再犯リスクが増え
はしても減ることはないと言わざるを得ない。 
3. 編成の偏り：効果的な治療グループを編成する場合には、知能指数、社会
的スキル、成熟といった要因を考慮する必要があるが、それはしばしばなお
ざりにされる。その結果、処遇の場が、心理的諸機能は低いがリスクも低い
犯罪者が、抜け目のない、高リスクの捕食者的な犯罪者に牛耳られ、本来の
治療効果を上げることができないといったことも起こりうる。 
 
リスク原則と我が国の非行少年処遇 我が国の少年鑑別所では、入所少年に
対して資質鑑別と呼ばれる手続きを実施している。資質鑑別では少年の身柄を
収容して当該少年の知能や性格、精神障害の有無、非行を犯すに到った問題点
とその分析、社会的予後についての見通し、更生のためにはどのような教育、
処遇方法が有効であるか、それらを踏まえてどのような処分(保護観察、少年院
送致など)を行うことが妥当であるかなどを調べ、鑑別結果通知書と呼ばれる所
見を作成して家庭裁判所に報告する。資質鑑別では、殺人等のように事案が重
大な犯罪者でなければ、さしたる犯罪歴もなく、積極的に社会に背を向けたり、
反社会的な規範や行動様式に強く馴染んだりしてはいない犯罪少年に対して、
少年院に収容して矯正教育を行うという意見が述べられることはほとんどない。
このような実務家の対応は、リスク原則という実証的な知見によって妥当であ
ることが担保されていることになる。犯罪者に対しては、とにかく集中的に、
徹底的に再犯防止教育を行えばよいというものではない。教育の効果を挙げる
ためには、再犯リスクの高低によって処遇や教育の密度を変える必要があり、
それゆえ犯罪者の再犯リスクの査定が非常に重要となるのである。この点でリ
スク原則は、再犯リスクの査定と再犯防止教育の間の橋渡しをしていると言え
る。効果的な処遇や教育を行うには、正確な再犯リスクの査定が必須となる。 
ニード原則 ニード原則とは、犯罪者に対する処遇や教育を行う際には、将
来の犯罪の発生と関連性の強い要因に焦点を当てた働きかけを優先的に行うこ
とで再犯を防止する効果が高まるという原則である。先に述べたように、再犯
に関連する要因で、処遇によって変化させることのできる要因のことを、動的
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リスク要因もしくはニーズと呼ぶ。動的リスク要因もしくはニーズは、それを
変化させることによって、再犯率を低下させることができるという性質を持つ。
動的リスク要因もしくはニーズには、先にも述べたが向犯罪的態度、反社会的
な人格、低い問題解決能力、薬物濫用の問題、高い敵意や怒り感情といったも
のが含まれる。これらの動的リスク要因もしくはニーズは、変化させることが
できたとしても犯罪者の再犯リスクに直接的な影響を与えることがない非犯因
論的ニーズと対照をなすものとして、ニード原則では取り扱われる(Ward & 
Maruna, 2007)。非犯因論的ニーズとは、例えば、頭痛持ちである、歯並びが悪
い、猫背といったように、介入を行うことで改善の可能性があるが犯罪とは関
連しない要因のことである。ニード原則は、犯因論的な要因と非犯因論的な要
因を区別することに注意を払うことを要請している(Andrews & Bonta, 2010)。
犯罪者に対する処遇や教育は、まず第一に再犯を防止することに焦点を当てる
べきであり、そのためには動的リスク要因、すなわちニーズに焦点を当てて処
遇や教育を実施するべきであるという考え方がニード原則の示すところである。 
ニード原則と我が国の非行少年処遇 ニード原則は一見すると自明とも思え
る考え方であるが、動的リスク要因もしくはニーズを実証的な根拠を持って特
定し、その上で処遇や教育によって改善できたかどうかを実証的に検証すると
いった作業を行うには、多大な時間と労力が必要となる。また、我が国におけ
る少年矯正の実務家の間には、再犯を防止することのみを強調するような思想
に対しては拒否的な風土があったようにも思われる。犯罪者への処遇が目標と
するものは再犯リスクの低下であり、この点では学校教育などとは異なる。処
遇の成果は抽象的なものではなく、再犯の有無という単一の指標を元に数値で
評価される(森, 2010)。一方、我が国における犯罪者への矯正教育は全人格的教
育であるとされてきた(副島, 1997)。犯罪者に対して矯正教育を行った結果、再
犯をしたのであればその教育は失敗であり、再犯をしなければ教育は成功した
といった捉え方は、矯正教育が一般の学校教育をモデルにして構築された部分
があることを考えれば馴染まない面があることは容易に想像できる。学校教育
における成功とは何かという問いに対して、単に進学や就職などの成果だけを
基準にして議論するとすれば、それには否定的な意見が少なくないことが予想
される。ある学生が自分の第一志望の大学に合格しなかった場合、その教育は
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失敗であったと結論付けることには批判も多いのではないか。教育とは単に個
人の社会的達成のみを目指すものではなく、人間性の涵養、文化と教養を身に
つけることなどが目標に含まれなければならないであろう。 
我が国では、警察、学校、児童福祉などの実務家が科学的知見を参照するこ
とはあまりなかったという指摘がある(津富, 2008)。犯罪者処遇・教育において
予後を調査し、再犯の有無を調べ、その結果によって教育効果を測定し、エビ
デンスを蓄積すると言った手続きに違和感を覚える実務家が少なくないように
思われる。勝田・羽間 (2014)は我が国の保護観察所で行われている覚せい剤事
犯者処遇プログラムの効果において、覚せい剤の再使用を測定して実証的な効
果を測定する研究が行われていないことを報告している。 
しかしながら、ここ 20 年ほどの間に､犯罪被害者の立場をもっと尊重すべき
であるとの考えが社会的に強まりを見せるようになった。犯罪により害を蒙っ
た者である被害者の権利拡充が議論され、平成 17 年には犯罪被害者等基本法が
施行されるに至っている(市野, 2007)。こうした被害者の立場を重視するという
姿勢が強まるにつれて、犯罪者を処遇する上で再犯を防ぐことが最重要課題で
あるという考え方が次第に社会に広まるようになっていった。特に、奈良県で
2004 年 11 月に発生した女児誘拐殺害事件で、逮捕された被疑者が過去に子ど
もに対する性犯罪により服役していた経歴を有していたことから、犯罪者の再
犯防止対策の必要性が強く主張されるようになった(平山, 2007)。このような社
会的な動きが、犯罪者に対する教育効果を再犯という指標で測ろうとする考え
方を受け入れやすいものにしてきたことが指摘できる。矯正教育によって犯罪
者が社会で生きていくために必要な資格を取得したり、反省を深めたり、豊か
な感性や情操が養われたとしても、そのことが再犯防止に結びつかなければ、
再犯によって被害を受けた被害者にとって本質的には無意味である。それは、
犯罪者の更生を担う機関にとっては重要な使命である再犯防止という役割を果
たせなかったということになる。犯罪被害者の立場を尊重する姿勢が社会に強
まったことで、我が国においてもニード原則に従った処遇・教育を受け入れる
ような社会的条件が整ってきたとも言える。 
反応性原則：一般的反応性原則 反応性原則とは処遇を実施する際には、犯
罪者の能力や学習スタイルに合ったやり方で行わなければならないという原則
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である。これは、一般反応性原則と特殊反応性原則に分かれる。一般反応性原
則は、犯罪者は人間であり、そのため、最も強力で影響力のある処遇の方略は
認知行動的なものと認知的社会学習的なものであるとする原則である。問題と
なっていることが反社会的行動であれ、抑うつであれ、喫煙であれ、過食であ
れ、学習能力の乏しさであれ、それらの違いは特別な相違ではなく、認知行動
的な処遇がその他のやり方よりもしばしばより効果的なのである。それゆえ犯
罪行動についても社会学習及び認知行動的なやり方が変化をもたらすのである
(Andrews & Bonta, 2010)。もう少しわかりやすく言えば、一般的反応性原則は、
犯罪であれ、喫煙であれ、過食であれ、個人の問題行動を変化させるには、そ
の認知と動機づけのパターンを変化させるように働き掛けることが効果的であ
るという考え方である 
反社会的行動の変容には、ロールプレイ、スキルの習得、歪んだ認知の修正
等の技法を用いる認知行動的アプローチが有効とされる。このことを実証的に
検証したのが Lipsey (2009)のメタアナリシスである。Lipsey (2009)は 1958 年
から 2002 年までに行われた 12 歳から 21 歳までの犯罪少年を対象とした英語
圏での介入研究の中から実験群と統制群を設けた 548 研究を抽出し、どのタイ
プの介入が再犯をより効果的に抑止できるかを明らかにするためにメタ分析を
行った。この研究では、実験デザインのような研究の要因、性別や人種など対
象少年がもともと抱えている再犯リスクといった少年の側の要因、保護観察や
施設収容といった公的措置の要因などを統制した上で、検討対象となる介入が
拠って立つ理論的ベースとして以下の 7 種類の処遇を取り上げ、何れの処遇が
再犯抑止に効果的であるかを検討した。 
 
1.監視(surveillance) 
 犯罪者を緊密に監視することが再犯を抑止するという考え方に基づく処遇
である(17 研究)。主には接触や指導を増やす方向で強化した保護観察や仮釈
放がこれに当たる。 
2.威嚇抑止(deterrence) 
 犯罪行動によって生じる否定的な結果を劇的に表現することによって、犯
罪者を再犯から抑止しようとする処遇である(15研究)。この種類の処遇の典
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型的な例は、犯罪少年に刑務所を訪問させ、受刑者に刑務所のありのままの
不快な状況を説明させるというスケアード・ストレート(scared straight)とい
う処遇である。 
3.訓練(discipline) 
犯罪者が人生において成功をおさめ、再犯を回避するためには規律を学ば
なければならず、そのためには規律を植え付けるような構造化された厳しい
訓練を経験させる必要があるという考え方に基づく処遇である(22研究)。この
種類の処遇の主なものとして、ブートキャンプにおける軍隊的な訓練が挙げ
られる。 
4.修復的処遇(restorative programs) 
  犯罪行動によって引き起こされた侵害を修復するために、被害者や地域社
会に対して償いをさせることを目標とする処遇である(41研究)。犯罪者と犯
罪被害者との直接的な和解を促すプログラムもこの種類の処遇に含まれる。
この種類の処遇は大別して、補償(restitution)と調整(mediation)と呼ばれる2
種類の処遇に分けられる。補償は、犯罪者に被害弁済をさせたり、社会奉仕
活動を行わせたりするものである。調整は監督の下で加害者と被害者を対面
させて言葉で謝罪させたり、書面で謝罪を行わせたりする処遇である。 
5.カウンセリング及びその応用的技法(counseling and its variants) 
 この種の多様で一般的な処遇は、犯罪者の感情や認知や行動に影響をおぼ
そうと試みるもので、責任ある成人との間の個人的な関係構築を特徴とする。
家族や仲間にその役割が割り当てられる(185研究)。これに含まれる処遇のう
ちで十分なサンプルサイズを用いて検討されたものは、個別カウンセリング、
ボランティアや準専門家によるメンタリング、家族カウンセリング、短期家
族危機介入カウンセリング(short term family crisis counseling)、心理療法家
によるグループカウンセリング、仲間集団が心理療法的役割を演ずるピア・
プログラム、混合カウンセリング(これは個人、集団、家族に対して上記の何
れかの処遇を組み合わせて用いられたもの)、社会内処遇に取り入れた混合カ
ウンセリングであった。 
6.スキル形成処遇(skill building programs) 
 この処遇は、犯罪者が自分の行動を統制し、規範的で向社会的な機能に従
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事する能力の強化に結びつくスキル発達を目的として、指示、練習、動機づ
け、誘因などを提供するものである(169研究)。この種の主な処遇は、行動プ
ログラム、認知行動療法、ソーシャル・スキル・トレーニング、挑戦的プロ
グラム、修学指導、職業指導である。行動プログラムとは、行動マネジメン
ト、随伴的トークン・エコノミーなど行動に対して報酬を提示する処遇のこ
とである。挑戦的プログラムは困難もしくは高ストレス作業を克服するよう
な経験を学習させる機会を与えるような介入を行うことである。職業訓練に
は職業カウンセリングや職業斡旋が含まれる。 
7.複合処遇(multiple coordinated services) 
 これは、複数の処遇の組み合わせ、即ちパッケージを提供するよう設計さ
れた処遇のことを指す(138研究)。全参加者に同一のパッケージを提供する場
合もあれば、犯罪者によって異なる個別的パッケージが使われる場合もある。
主なものは、ケース・マネジメント、サービス斡旋(service broker)、マルチ
モーダル管理(multimodal regimen)が挙げられる。ケース・マネジメントは
ケース監督者やケースを担当するチームを構成して、個々の犯罪者に対して
処遇計画を立案し、その進捗状況を管理するというもの、サービス斡旋
(service broker)は個々の犯罪者に適していると考えられる処遇を探して、紹
介するというもの、マルチモーダル管理は、複数の種類の処遇を準備して、
参加する犯罪者全てに提供するというもので、この形態の処遇はしばしば施
設に居住して行われる。 
 
メタアナリシスの結果では、「6.スキル形成処遇」の再犯抑止効果がもっとも
高いことが示された。こうした知見が一般反応性原則の根拠となっている。 
反応性原則：特殊反応性原則 特殊反応性原則は、犯罪者にはそれぞれ異な
る人格傾向や動機づけ、長所や能力等を有しており、処遇に対する反応は個々
人によって異なるので、その違いを考慮しながら介入の方法を適宜調整してい
くことで、処遇効果の上昇が見込まれるとする考え方である。例えば、知能の
低さという問題を抱えている対象者に対して、そうした問題を考慮せず通常の
対象者と同様の教育プログラムを実施しようとすれば、期待するような効果は
挙げられないことが予想される。また、精神疾患に罹患している対象者に通常
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の薬物教育を行うことや、希死年慮の強い対象者に一般的な職業補導を行うこ
とは困難であることが明らかだろう。対象者の特性を査定し、個別に処遇計画
を立てることは特殊反応性原則という言葉を持ち出すまでもなく、犯罪・非行
臨床に携わる専門家が従前まで行ってきたことである。 
ところで、個別事情を考慮して処遇を策定すると、処遇がニード原則に必ず
しも沿わない場合も出てくることになる。ある女性の犯罪者に対して再犯防止
処遇を行う際、本来のニーズとなるものをターゲットにするとすれば、就労生
活において安定を図るといった目標が考えられる。しかしながら、この女性が
抱える特異的な問題として、男性パートナーに対して経済的に依存する姿勢が
強いことで自立した就労生活を達成できず、そのことが更生を阻んでいること
が認められる場合には、一般的には犯因論的リスク要因ではない男性パートナ
ーへの経済的な依存心を処遇のターゲットにすることが必要となるであろう。 
 
適正手続きの観点から見た再犯リスクの評価 
 
少年事件における司法手続では、家庭および保護者との関係、境遇、経歴、
教育の程度およびその状況、不良化の経過、性格・行動傾向、事件の動機と経
緯及び役割、心身の状況などが調査の対象となる(森本, 2007)。少年の身柄を施
設に収容する処分としては少年院送致決定があり、おおむね 4 か月程度の収容
期間である特修短期処遇、おおむね半年間の一般短期処遇、1 年程度の長期処遇
の 3 つに大別される。殺人や強盗といった重大事件については比較的長い収容
期間を設定し、軽微な窃盗等の場合には収容期間を短く設定するというやり方
がとられることが一般的である。我が国の少年保護法制においては、少年院送
致は刑罰ではなく教育的措置とされるが、一方では収容という身柄拘束を伴う
処分でもあるため、実際の少年審判には量刑的な考え方が反映されることがし
ばしばある。 
処分を決定する際の基礎資料となる、非行少年の資質面や環境面、非行事実
といった背景要因に関する調査・鑑別の手法については、手続き上の明確な規
定がないまま、司法関係者の幅広い裁量権により非行少年が置かれている状況
が推定されることが多い状態にある(菅野, 2012)。どの程度の事件でどの程度の
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資質面の問題性があれば、どの程度の収容期間が適当なのかといった問いに対
して厳密なルールがあるわけではなく、司法機関において個別の担当者が、事
件の個別の状況に鑑み、その時々の社会情勢を考慮しながら妥当な判断を行う
ことに努めることになる。近年は厳罰化に傾く世論の影響を受け、平成 13 年に
は少年法が改正され故意の生命犯が原則検察官送致といった規定に改正される
など少年事件に対して従来よりも重い処分が下されるようになったが、そこに
はそうした措置が本当に再犯を防ぐことになるのか、理論的、実証的な根拠は
乏しい。 
犯罪リスク・アセスメントを実証的な根拠に基づいて実施できる手法を確立
することによって、再犯可能性をより正確に査定することができるようになり、
審判決定においては少年院送致の決定を下す際の正確な資料として利用するこ
とができるようになる。高リスクの少年ほど重点的な処遇・教育を行う必要が
あるという再犯防止の観点からも科学的根拠に基づいて処分の重さを決めるこ
とが可能となる。こうしたことは犯罪リスク・アセスメントが適正手続きに貢
献する点と言える。 
実際には少年審判において犯罪リスク・アセスメントの観点のみから処分を
決めることは不可能であろう。例えば､自宅に火をつけて全焼させ家族を殺害し
た犯罪少年がいたとして、犯罪リスク・アセスメントで彼にさしたる犯罪歴も
なく、資質面に著しい犯罪的な性向が見られず、再犯可能性が低いという評価
されたとしても、だからといって､彼を直ちに社会内に戻して処遇・教育を行う
という司法的判断がとられることはないであろう。起した結果が極めて重大で
あれば、施設収容処分を受けることは免れない。犯罪リスク・アセスメントは
再犯可能性を判断することで適正手続きに貢献し、処遇・教育プログラムの選
択において再犯防止に貢献するが、それだけでは犯罪少年の処遇を決めること
はできない。しかしながら、事件の重大性等を見て量刑的判断のみから犯罪少
年の処遇を決めることは、再犯可能性という点で実証的な根拠がなく、効率よ
く再犯を減らすことには結びつかないと考えられる。この 2 つの折り合いをつ
けることは難しいが、実証的、理論的な根拠を持った犯罪リスク・アセスメン
トを発展させないことには、こうした議論を厳密に検証することすらできない。
我が国では実証的な犯罪リスク・アセスメントの研究が欧米に比べて立ち遅れ
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ている現状があるので(生島, 2011)、今後の犯罪リスク・アセスメントに関する
研究活動を活発化させ、これを、犯罪者を取り扱う司法、行政システムの中に
取り入れていくことが急務と考えられる。 
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第 2 章 
 
犯罪リスク・アセスメントの発展 
 
 
 
前章で説明したように、犯罪リスク・アセスメントは、犯罪者を犯罪へと方
向づけていた要因を調べ、再犯に及ぶ可能性を測定し、再犯防止のための方策
を定めるものである。こうした手続きは、犯罪者を取り扱う場合に必ず考えな
ければならないことである。 
社会の中で犯罪者を取り扱う役割を担うのは主に警察、検察庁、裁判所、少
年鑑別所、少年院、刑務所、保護観察所、児童相談所等のなどの公的機関であ
る。犯罪リスク・アセスメントという用語が我が国で広まってきたのは最近で
あるが、こうした用語を用いるかどうかに関わらず、犯罪を取り扱う公的機関
に所属する実務家は、長年に渡って犯罪リスク・アセスメントを行ってきたと
言えよう(森, 2010)。 
犯罪リスク・アセスメントにおいては、それをどのようなやり方で実施する
かということが重要な問題となる。本章では犯罪リスク・アセスメントの手法
がどのように進歩し発展してきたかを 4 つの段階に分けて解説する。 
 
 
第 1 節 第 1 世代の犯罪リスク・アセスメント 
 
 
犯罪リスク・アセスメントの発展と我が国の少年鑑別所における資質鑑別 
 
 Andrews, Bonta, & Wormith (2006)は、犯罪リスク・アセスメントは第 1 世
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代と呼ばれるものから第 4 世代と呼ばれるものまで 4 つの段階を経て発展して
きたとしている。第 1 世代(first generation: 1G)は臨床的アプローチとも呼ばれ、
主に専門家による非構造的な判断をもとに犯罪リスク・アセスメントを行うも
のである。Andrews & Bonta (2006)は典型的な第１世代の犯罪リスク・アセス
メントとして次のような例を示している。 
 
「ある社会科学の領域で訓練された専門家(臨床家)が、犯罪者にあまり構造化
されていないやり方で面接を行う。その臨床家は、いくらかは全ての犯罪者に
対して共通する基本的な質問を用いるかもしれないが、ほとんどの部分で、犯
罪者によって異なる質問を行うような柔軟性を持って面接を行う。時として、
心理テストが行われる。心理テストは、対象者によって実施される種類を変え
ながら行われる。報告書は専門家(臨床家)の自由な裁量によってまとめられる。
情報収集が終わった後に、スタッフのメンバーで、その犯罪者の社会への危険
性や処遇の必要性に関して判定を行う。」(p. 286) 
 
 こうしたやり方は、我が国の家庭裁判所、少年鑑別所、児童相談所等で現在
行われているものである。以下では、少年鑑別所において実施されている資質
鑑別の手続きについて述べ、資質鑑別が第１世代の犯罪リスク・アセスメント
とほぼ同様の内容を持っていることを示す。 
資質鑑別は、少年保護事件手続きの中で行われている。未成年者がある程度
以上の犯罪行為に及んだ時には、警察職員等の捜査機関が事件について取調べ
を行った後、家庭裁判所における少年審判に付される。少年審判は成人におい
ては裁判に相当する手続きである。少年鑑別所における資質鑑別は、一般的に
は警察による取調べ終了後から少年審判が行われるまでの間に、少年の身柄を
収容して当該少年の知能や性格、精神障害の有無、非行を犯すに到った問題点
とその分析、社会的予後についての見通し、更生のためにはどのような処遇が
有効であるかなどを検討し、それらを踏まえてどのような処分(保護観察や少年
院送致など)を行うことが妥当であるかを調べるものである。その所見は鑑別結
果通知書と呼ばれる書面で家庭裁判所に報告される。 
心理学的アセスメントに用いられる情報収集の方法として、面接法、検査法、
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観察法の３つが挙げられる(下山, 2000)。資質鑑別は、法務省内で心理有資格者
として認定されている法務技官が中心となって行うが、査定のための臨床面接
及び心理検査の実施は法務技官が、少年鑑別所内での行動観察は法務教官が、
医学的な診察、診断については医師が行うという役割分担があり、お互いに情
報を共有し、連携し合いながら精度の高い鑑別を目指す。 
 法務技官による鑑別面接においては、今回の非行の概要、過去の非行歴、生
育歴、家庭環境等について聴取を行う。加えて、本件非行に至った少年の思考
様式、行動傾向、そうした性向が形成されてきた要因、どの程度少年の非行が
深化してきているか、どういった処分が適切かつ少年の更生に有効であるか等
を明らかにしていく。同時に、新田中 B 式知能検査、法務省式人格目録(MJPI)、
法務省式態度検査(MJAT)、法務省式文章完成法検査(MJSCT)といった集団式心
理検査、WAIS-Ⅲ、WISC-Ⅳ、ロールシャッハテスト、TAT、PF スタディ等の
個別式心理検査が用いられ、少年の資質面の解明に資する資料として検討され
る。最終的には、少年鑑別所長を含めて、当該少年の資質鑑別に携わった職員
で構成される判定会議と呼ばれる検討会において、少年の資質、環境、主眼と
なる問題点、及び非行傾向に照らした保護の必要性について、複数の視点から
検討を加え、少年鑑別所長が少年に対する処遇意見を決定する(生島・森, 2009)。 
このように我が国の少年鑑別所において行われている資質鑑別は、Andrews 
et al. (2006)が述べるところの第１世代の犯罪リスク・アセスメントとおおむね
同一の内容と言える。 
ところで、第 1 世代と言う呼び方をすると、時代遅れのやり方という印象を
受けるかもしれないが、対象者のアセスメントを行う際に、担当者が個別に面
接を行ってきめ細かな配慮、対応をしていくことは必須である。なお、最近に
なって我が国でも諸外国で行われているようなリスク・ニーズ・アセスメント・
ツールと呼ばれる調査票を用いて、犯罪者の再犯・再非行に関連する要因や改
善更生に必要と考えられる処遇を把握する取り組みが行われ始めた(西岡, 2013)。
これらの取り組みにより、我が国の犯罪リスク・アセスメントがいわゆる第１
世代を超えて、次の段階へと進歩しつつあると言える。 
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第 2 節 第 2 世代の犯罪リスク・アセスメント 
 
 
第 1世代の犯罪リスク・アセスメントの問題点 
 
犯罪者を取り扱う機関において実務家は長年に渡って第 1 世代と呼ばれる臨
床的であり、経験的であり、非構造的であると言える方法によって犯罪リスク・
アセスメントを行ってきた。特に我が国では現在も第１世代の手法が主流であ
る。しかしながら、この第 1 世代の手法については、担当者の主観に大きく左
右され、客観性に乏しいのではないか、実証的な根拠に乏しいのではないか、
といった批判が古くからなされてきた。 
こうした批判を受けて実証的な根拠を元に犯罪リスク・アセスメントを実施
していこうとするものが第 2 世代(second generation: 2G)である。以下では、
犯因論的リスク要因と再犯の関連を統計的に分析することによって第 2 世代の
犯罪リスク・アセスメントがどのように発展してきたかについて説明する。 
予測的妥当性による第１世代と第２世代の比較 犯罪リスク・アセスメント
における予測的妥当性とは、再犯リスク、すなわち犯罪者が将来再び犯罪行動
に及ぶ可能性について、正確な評価が行われているかどうか、その程度を示す
ものである。対象となる犯罪者の社会に対する危険性を評価するものであるか
ら、この妥当性の検証は社会的にも重要な意味を持つ。 
予測的妥当性は厳密には追跡調査によって検証される(McGuire, 2004)。具体
的には、対象となる犯罪者についての再犯リスクを評価し、再犯をするかしな
いか予測を立てた後、その犯罪者を追跡して調査し、予後に再犯したかしない
かを確認して、事前の予測がどの程度当たっていたかを調べるという方法で検
証する。予測と予後が一致すればするほど予測的妥当性は高いということにな
る。 
 予測的妥当性については、第 1 世代、すなわち、臨床的な手法による予測と、
後述する第 2 世代以後の犯罪リスク・アセスメントで用いられる保険統計学的
手法を用いた予測のどちらがより妥当性を有するかについて、議論が行われて
きた。保険統計学的手法とは、将来の再犯と関連することが統計的に確認され
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ている要因を用いて予測を行う手法である。再犯と関連することが統計的に確
認された要因、つまり犯因論的リスク要因を複数個、評定に用いて得点化し、
その得点の高低によって再犯リスクを査定するのである。 
Grove, Zald, Lebow, Snitz, & Nelson (2000)は、司法精神医学領域(犯罪領域)
に属する 10 件の研究を用いてメタアナリシスを行っており、この領域において
再犯、保護観察の成功といった予後予測の査定において、第 1 世代、すなわち
臨床的アプローチよりも第 2 世代以後で用いられる保険統計学的な手法に基づ
く査定の方が正確であるという結果が示された。 
このメタアナリシスで検討された研究のうち Holland, Holt, Levi, & Beckett 
(1983)のものを少し詳しく述べる。この研究の対象者は 343 名(平均年齢=27.99、
SD=9.36)の男性受刑者であり、彼らはカリフォルニア矯正局の重大犯罪判決前
評価診断を受けた。対象者の人種は白人が 183 名、メキシコ系アメリカ人が 58
名、アフリカ系アメリカ人が 96 名、その他が 2 名、罪種は非暴力犯罪が 175
名(窃盗、違法薬物所持、違法薬物売買等)、暴力犯罪が 168 名(強盗、加重暴行、
強姦、殺人等)であった。個々の受刑者は、診断施設に約 2 か月留まり、その間、
精神科医もしくは博士号を持つ心理学者と矯正ケースワーカーによって評価さ
れ、保護観察か施設拘禁かを判定される。これらの評価は、面接所見や収容者
ファイル(保護観察官による判決前調査、集団心理検査の結果、収容中の違反行
為等の情報が含まれている)を用いて行われた。 
343 名の対象者についての臨床的な判断と裁判所の判断の内訳を表 2-1 に示
した。社会内に釈放されるのは、裁判所によって保護観察の決定を受けた 201
名であったが、その内、3 名は死亡したため、198 名が分析対象とされた。この
うち 175 名は臨床家によって保護観察相当と判定され、23 名は刑務所収容相当
と判定された。再犯の有無について 32 か月間追跡が行われた。分析では、臨床
家の判断については保護観察を 0、刑務所を 1 とコード化し保険統計学的予測と
して顕在要因尺度(SFS: salient factor scale)の合計得点を用いて再犯予測を行
った。SFS は再犯可能性を測る尺度で、犯罪経歴と社会的な安定性を測定する 9
項目によって構成されており、合計得点は 0 から 11 の範囲を取る。一方、再犯
については有りを 1、再犯無しを 0 とコード化した。再犯変数を従属変数に、臨
床家判断と SFS を独立変数とした重回帰分析を行った結果を表 2-2 に示した。 
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表 2-1 臨床家の判断と裁判所の判断についてのクロス集計表 
(Holland, Holt, Levi, & Beckett, 1983 から引用) 
 
 裁判所の判断 
合計 
臨床家の判断 保護観察 刑務所 
刑務所 24 126 150 
保護観察 177 16 193 
合計 201 142 343 
 
 
表 2-2 再犯の有無を予測させた重回帰分析の結果 
(Holland, Holt, Levi, & Beckett, 1983 から引用) 
 
 回帰係数  
臨床家の判断 0.092  
SFS 得点 0.398 ** 
                    ** p<.01 
 
 
結果からは臨床家の判断が再犯に有意な影響を与えていない一方で、SFS 得点
は再犯と有意な正の効果があることが分かる。 
Grove et al. (2000)の研究では、司法精神領域以外に教育、経済、医療、臨床 
心理分野等から予測に関する 136 件の研究を集めて分析しているが、何れの分
野においても、保険統計学的手法を用いた方が臨床的手法よりもより正確であ
ったことに加えて、効果量を見ると、各分野の中でも司法精神領域と医療領域
において、保険統計学的手法に基づく査定が他の分野よりもより大きな成功を
収めていることが示された。 
 臨床的判断の精度が劣る理由 専門家の臨床的判断の精度がそれほど良くな
いことについては、臨床家の内面にある外部からは観察不能で、検証もできな
い基準によって意思決定が行われていることが、精度を低めている可能性が考
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えられる。また、臨床家が判断する際には、実際に将来の再犯に結びつく実証
的な根拠のある要因のみに基づいて判断しているとは限らないということも考
えられる。例えば、自尊感情や不安といったものは犯罪行動との関連が低い
(Andrews & Bonta, 2010)。しかしながら、過去に自尊感情が乏しく、不安が強
い犯罪者が再犯に及んだ事例に数多く臨床家が接していた場合、そうした特徴
を持つ犯罪者は再犯の可能性が高いという判断をしやすくなるだろう。臨床家
の判断は自身の過去の経験や知識に基づいて判断をするため、過去の印象的な
事例にひきずられ、必ずしも将来の再犯に結びかない要因を過大に評価する可
能性があると考えらる。これらが保険統計学的手法が臨床的手法に比べて予測
的妥当性が高いという結果を生じさせる理由になっていると考えられる。 
 
第 2世代犯罪リスク・アセスメントの発展 
 
犯罪者処遇の現場では、第 1 世代と呼ばれる専門家による臨床的な方法によ
って犯罪リスク・アセスメントが行われてきた。特に我が国では現在もこのや
り方が主流である。その一方で、欧米では保険統計学的手法を用いて犯罪リス
ク・アセスメントを実施していこうとする試みが古くから行われてきた。以下
では、犯因論的リスク要因と再犯の関連を統計的に分析することが、犯罪リス
ク・アセスメントを発展させてきた経緯について説明する。 
Burgessの保護観察対象者の予後に関する研究 保険統計学的な手法を用い
て、犯罪者の予後を予測しようとする研究で最も古いと思われる研究はBurgess 
(1928)による研究である。この研究ではアメリカ合衆国のイリノイ州にあるポン
ティアック刑務所とメナード刑務所とジョリエット刑務所を釈放された 3,000
名の受刑者が調査対象者とされ、釈放後に保護観察が成功するか、失敗するか
についての予後予測を行う方法が検討された。 
分析ではまず経験的に保護観察の成功、失敗に関連すると予想される要因を
取り上げ、その要因に該当する対象者の何割が保護観察を失敗するかが調査さ
れた。例えば、犯罪のタイプとして、初犯、機会犯、常習犯、プロの 4 の群が
設けられ、それぞれについて、表 2-3 に示すように保護観察失敗率が算出され
た。なお、ここで言うプロとは、生活に必要とされるものをほとんど犯罪行為 
27 
 
表 2-3 犯罪のタイプと保護観察失敗率 
(Burgess, 1928 から引用) 
 
犯罪のタイプ 
保護観察失敗率 
ポンティアック
刑務所 
メナード 
刑務所 
ジョリエット 
刑務所 
全体 22.1 26.5 28.4 
初犯 15.8 21.4 17.0 
機会犯 24.2 32.5 36.0 
常習犯 39.1 51.4 48.9 
プロ的 52.4 － 41.7 
 
 
表 2-4 保護観察リスク得点と保護観察成功率 
(Burgess, 1928 から引用) 
 
保護観察リスク得点 保護観察成功率 
16 点から 21 点まで 98.5 
97.8 
91.2 
84.9 
77.3 
65.9 
56.1 
32.9 
24.0 
14 点から 15 点まで 
13 点 
12 点 
11 点 
10 点 
7 点から 9 点まで 
5 点から 6 点まで 
2 点から 4 点まで 
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によって得ている者を指す。表 2-3 の一番上の段に示されている値は全体の保
護観察失敗率である。この表からは、ポンティアック刑務所において全体の保
護観察失敗率が 22.1%であるところ、初犯の失敗率は 15.8%となっており、こ
の数値は全体の失敗率を下回っている。その一方で、機会犯は 24.2%、常習犯
は 39.1%、プロ的は 52.4％と全体の失敗率を上回っている。他の 2 つの刑務所
においても数値自体は異なるが、このような傾向は同じである。次に、ある犯
罪者が全体の保護観察失敗率よりも高い失敗率を有する区分にいる場合には 0
点、全体の保護観察失敗率よりも低い失敗率を有する区分にいる場合には 1 点
を加算するという方法で得点化が行われた。保護観察の失敗に関連すると思わ
れる 21 項目(施設での違反歴、婚姻状表況等)で対象者にこうした得点化を適用
することにより、対象者には 0 点から 21 点までの保護観察リスク得点が与えら
れた。こうして算出されたリスク得点は、得点の低い犯罪者ほど保護観察が失
敗する割合が高くなり、得点の高い犯罪者ほど保護観察が失敗する割合が低く
なることが予想される。結果は表 2-4 に示したように、保護観察リスク得点が
高い対象者ほど保護観察が成功していることがわかる。最も高いリスク段階(2-4
点)では 76.0％の対象者が保護観察を失敗したのに対して、最も低いリスク段階
(16-21 点)では 1.5％の対象者が保護観察を失敗したに過ぎなかった。これによ
って保護観察が失敗するかどうかというリスク度を数値で評価できることが示
されたわけである。 
Burgess (1928)の研究は、保護観察の失敗、再犯等の結果が対象者の全体に占
める割合を基準にして、ある要因(項目)で対象者を区分けした時にその基準を上
回るか下回るか、その逸脱の程度に応じて、0、1、2 のような整数得点を割り振
り、合計得点を算出するという点が特徴的である。このような方式でリスク・
アセスメント・ツール(risk assesment tool)を構成するやり方は、現在、Burgess
型と呼ばれている(Gottfredson & Snyder, 2005)。Hakeem (1948)は、1930 年
代に行われた保護観察対象者向けのリスク・アセスメント・ツールを作成した
研究について多くの研究が Burgess (1928)の手法に準拠していることを指摘し
ている。 
犯罪リスク・アセスメントとリスク・アセスメント・ツールの関係 ここで
リスク・アセスメント・ツールと言う言葉が出てきたが、用語の混同を避ける
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ため、犯罪リスク・アセスメントとリスク・アセスメント・ツールがどのよう
な位置づけにあるかを述べる。犯罪リスク・アセスメントとは、第 1 章で述べ
たように、犯罪の性質や個別の状況、態度、信念を評価し、それによって犯罪
者が将来的に法律に沿った生活ができるよう援助するのに必要な介入のタイプ
を明確にすることであった(Youth Justice Board, 2006)。すなわち、犯罪者の諸
属性を調べ、再犯を防ぐためにはどのような処遇を行うかを決めるのが犯罪リ
スク・アセスメントである。一方、リスク・アセスメント・ツールは犯罪リス
ク・アセスメントを行う際の道具である。その目的に沿えるようリスク・アセ
スメント・ツールは、対象となる犯罪者がどのような犯因論的リスク要因を有
しているか及びどの程度の再犯リスクがあるのかを評価できるように構成され
る。ところで、犯因論的リスク要因や再犯リスクの査定以外でも、犯罪リスク・
アセスメントを行う上で必要となることであれば、それをリスク・アセスメン
ト・ツールに含めることも行われる。例えば、第 1 章で述べたように、ある女
性の犯罪者に対して再犯防止処遇を行う際、育児、過去の被害体験、男性パー
トナーへの経済的な依存といった条件を査定・処遇に取り込んでいくことが必
要になる場合があることから、こうした情報を記載する欄をリスク・アセスメ
ント・ツールに設けることも考えられる。 
再犯に関する統計的情報尺度の開発 1960 年代から 1970 年代にかけてカナ
ダ更生保護委員会(Canada National Parole Board)は再犯予測のためのツール
に関心を持つようになり、犯罪者を刑務所から釈放するかどうかの意思決定を
行う際に、犯罪者についての再犯リスクを把握する目的でリスク・アセスメン
ト・ツールを作成する研究を実施した(Corectional Service Canada, 1989)。こ
の研究の成果物が、Nuffield (1982)によって作成された再犯に関する統計的情
報尺度(SIR-scale: statistical information on recidivism scale)と呼ばれるリス
ク・アセスメント・ツールである。SIR-scale は統計的な検証を経て作成されて
おり、カナダの矯正施設から釈放される受刑者の再犯リスクを調べるために用
いられている。以下にこの尺度がどのように作成されたかを述べる。 
調査対象者は、1970 年から 1972 年の間にカナダの刑務所を釈放された男性
受刑者 2,475 名であった。対象となった受刑者は無作為に抽出されており、こ
の期間に釈放された男性受刑者の概ね 4 分の 1 に該当していた。釈放後 3 年間
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追跡を行い、その間に再逮捕された受刑者が再犯有りとされた。犯因論的リス
ク要因は、犯罪のタイプ、刑の長さ、収容された刑務所の種類、施設逃走歴、
成人になって以後で最初に有罪判決を受けた年齢、過去の施設拘禁歴、保護観
察の違反歴、暴力事犯での有罪歴、暴力的性犯罪歴、不法侵入歴、再犯期間、
年齢、婚姻状況、子供の数、再犯時点での雇用状況の 15 項目である。 
SIR-scale の構成は Burgess 型で行われている。例えば、施設拘禁歴では、3
回から 4 回の施設拘禁歴に該当する対象者は、その群の再犯率が全体の再犯率
を 5％上回ることから 1 点を加算し、他方、一度も施設拘禁歴のない対象者は、
その群の再犯率が全体の再犯率を 20％下回るため 4 点を減算するといったよう
に、全体の再犯率と当該群の差について 5％を 1 点として換算してリスク得点が
計算された(Nuffield, 1989)。このような得点化がなされた後、対象者はその合
計得点によって最低リスク群から最高リスク群まで 5 つのリスク段階に分類さ
れた。表 2-5 は、これら 5 段階の各段階に属する対象者が再犯をしなかった割
合をそれぞれ示したものである。これによれば、リスク得点が高い段階になる
ほど、対象者は高い再犯率になることが示されており、このリスク・アセスメ
ント・ツールは再犯について予測的妥当性を有していると言える。このリスク・ 
 
 
表 2-5 SIR による再犯リスクの分類と再犯率 
(Corectional Service Canada, 1989 から引用) 
 
リスク群 得点 
1970-1972 に釈放
された男性受刑者
2475 名の非再犯率 
1983-1984 に釈放
された男性受刑者
534 名の非再犯率 
最低リスク -6 から-27 84% 87% 
低再犯リスク -1 から-5 67% 74% 
中リスク 0 から+4 59% 62% 
高リスク +5 から+8 39% 47% 
最高リスク +9 から+30 33% 37% 
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アセスメント・ツールは、1983 年から 1984 年に刑務所を釈放された男性受刑
者 534 名を調査対象者として再度予測的妥当性の確認が行われており、その時
点でも予測的妥当性が検証された。カナダでは SIR-scale に加えて、犯罪歴記録、
犯罪悪質性記録、性犯罪歴チェックリストに記載された情報を系統的に検討し
て犯罪リスク・アセスメントを行っていることを角田 (2007)が報告している。 
犯罪者集団再犯尺度の開発 犯罪者集団再犯尺度(OGRS-scale: the offender 
group reconviction scale)はイングランド及びウェールズの保護観察所において
作成されたリスク・アセスメント・ツールである(Copas & Marshall, 1997)。イ
ングランド及びウェールズでは犯罪者が警察に逮捕され、刑事訴追を受け、裁
判が行われる際に、裁判所は保護観察所から判決前報告(pre-sentence report)
を入手することになっている。判決前報告書は犯罪者をどのように処遇するの
が最も適切であるかを決めるにあたって、裁判所の決定を補助する役割を持つ
報告書である。OGRS-scale は、保護観察官が判決前報告を作成する際に必要と
なる情報を提供することを目的としている。 
OGRS-scale は有罪判決を受けてから 2 年間に再有罪判決を受けたかどうか
を調査し、これを再犯の指標として用いている。OGRS-scale の作成にあたって
は、有罪判決を受けた犯罪者で、各 3,000 ~ 4,000 からなる 4 つのサンプルが使
用された。それぞれは保護観察処分を受けた者、社会奉仕命令を受けた者、保
護観察の処分を受けて特別の活動を命ぜられた者、刑務所釈放者である。それ
らを合わせた全サンプルを 2 つに分割し、半分のデータからロジスティック回
帰分析によってリスク要因を抽出して予測式を作成し、残り半分のサンプルを
使って予測的妥当性を検証した。これは交叉妥当化と呼ばれる手続きであり、
初めから全サンプルを使って予測式を作ると、このサンプルに対する予測力は
良好であっても、新たな未知である別のサンプルに対して予測力があるかどう
かは保証がない。そこでサンプルサイズが十分に大きい時には、モデル作成の
際に除外しておいたサンプルを用いて予測力の検証に使用するのである。 
 OGRS-scaleで採用された犯因論的リスク要因は表 2-6に示した 6項目である。
OGRS-scale は現場での使い勝手を考慮して比較的少数の変数で再犯率を予測
するように作られている。この 6 変数を表 2-6 の数式に代入すると対象者の再
犯確率が算出される。この尺度は当初、マスメディアによって相当に非難を受 
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表 2-6 OGRS-Scale で用いられたリスク要因 
(Copas & Marshall, 1997 から引用) 
 
標記 共変量 
x1 年齢 
x2 性別(1 女性：0 男性) 
x3 21 歳以下までに行われた拘留判決の数 
x4 裁判所に係属した全ての回数 
x5 現在の有罪判決を受けた年齢から最初に有罪判決を受けた年齢を引い
たもの。初犯の場合は 0 となる。 
x6 犯罪の種類 
性犯罪-12,薬物-6,暴力犯罪(強盗と放火を含む)-5,詐欺または偽造-2,器
物損壊 3,窃盗または贓品取り扱い 6,自動車・バイク窃盗 6,住居侵入罪(窃
盗・傷害・強姦などを目的とする)7,その他の全ての犯罪については 3 と
する。 
 
      
      
 
 
 
 
けた。すなわち、マスメディアは OGRS-scale を「数式による司法の管理」と
受け止め、このツールは犯罪行動の奇矯な説明であり、犯罪原因として知られ
ている全ての要因が欠落していると批判した。こうした批判について Copas & 
Marshall (1997)は、統計学使用に当たっては、社会に対して十分な説明をし、
一般市民の理解を得る必要があることの例として解説している。彼らの作成し
た OGRS-scale は、サンプル・サイズを十分に確保し、再犯の有無を調査し、
統計学的な手法を適切に用いて再犯を予測するという、実証的な手続きを踏ん
でおり、作成方法や得られた予測式は妥当なものと考えられる。しかしながら、
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こうした科学的根拠に基づいて犯罪リスク・アセスメントを行っていこうとす
る方向性が、当初、大きな社会的批判にさらされたことは、実証的な犯罪リス
ク・アセスメントを導入する際には、作成手続きや得られた結果が適正であっ
たかどうかという点にのみ注意を払うだけでなく、社会に対して十分な説明を
行っていくことが必要であることを示している。 
我が国では、最近になって実証的な根拠に基づいて犯罪リスク・アセスメン
トを行う施策が始められつつあるが、社会や現場で処遇に当たる職員に対して、
犯罪リスク・アセスメントが発展してきた経緯を説明し、実証的な研究とはど
ういったものかを理解してもらい、リスク・アセスメント・ツールの有用性及
び限界を説明していく必要があることを、この英国の例は示唆している。 
Copas & Marshall (1997)は、この尺度について再犯を予測するものであって
再犯を説明するものではないということを強調している。この尺度は、幾つか
の変数候補から数学的に再犯を予測する変数を選び出して構成したわけであり、
そこには回帰式を用いて予測の正確さを追求するという観点はあっても、なぜ
人が再犯するのかといった視点は組み込まれてはいない。 
例えば、変数 x3 は 21 歳以下までに行われた拘留判決の数であるが、この変
数の回帰係数は負の値をとっており、直観とは反する結果である。これについ
て、x3 が高い犯罪者ほど再犯リスクが低いという解釈をすることはできない。
そして、この回帰式をもって、再犯防止の働きかけとして 21 歳以下の人間に拘
留判決の数を増やすよう介入を行うということはあり得ないであろう。 
OGRS-scale の設計思想は再犯リスクの正確な予測にあり、とかく過去の事例
や経験に過度に重きを置いてしまいがちな臨床家に対して客観的な根拠を持っ
た数値を提示することの意味は大きいと考えられる。しなしながら、再犯が引
き起こされたことについての了解できる理由を説明したり、再犯防止に向けた
具体的な処遇や介入計画の策定をしたりすることに結びつかないという点は、
この尺度のみならず第 2 世代の犯罪リスク・アセスメントが抱えている限界と
言える。 
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第 3 節 第 3 世代以後の犯罪リスク・アセスメント 
 
 
第 3世代犯罪リスク・アセスメントへの移行 
 
犯罪リスク・アセスメントは究極的には対象者の再犯抑止に役立ち、適切な
処遇の実施を通じて更生を支援するものでなければならない(寺村, 2007)。しか
しながら、ここまでで取り上げた SIR-scale、OGRS-scale のようなリスク・ア
セスメント・ツールを、具体的な処遇目標を定めたり、処遇計画を立てたりす
る目的で使用することは困難であった。 
第 2世代犯罪リスク・アセスメントの短所 第 2 世代犯罪リスク・アセスメ
ントで用いられる実証的な根拠に基づいたリスク・アセスメント・ツールは、
静的リスク要因のみで構成されており、そこには対象者を取り巻く社会的要因、
対象者の認知、行動傾向等の動的リスク要因が含まれていない。例えば、
SIR-scale には施設拘禁歴の有無という静的リスク要因が含まれているが、対象
者に対してその後どういった介入を行ったとしても施設拘禁歴が消えることは
なく、それ自体は変化させるべき処遇の目標とはなりえない。 
もちろん、静的リスク要因のみで構成されるリスク・アセスメント・ツール
を用いても再犯リスクを実証的な根拠をもって測定することは可能なので、再
犯リスクの高い犯罪者には高密度の処遇を、再犯リスクの低い犯罪者には低密
度の処遇を、という前章で述べたリスク原則を処遇において実現する際には有
用であろう。しかし、犯罪者処遇を行う上では、犯罪者の再犯リスクが高いこ
とを知るだけでは不十分であり、その再犯リスクをどのようにしたら低減でき
るかを知ることが必要となる(Marshall, Fernandez, Marshall, & Serran, 
2006)。介入の目標となるような動的リスク要因に関する情報が含まれていない
第 2 世代のリスク・アセスメント・ツールでは、犯罪者をどう処遇していけば
よいかという問いに答えることが困難であった。 
第 3世代犯罪リスク・アセスメントの特徴 第 3 世代の犯罪リスク・アセス
メント(3G)は、こうした要請に対応できるよう、第 2 世代のリスク・アセスメ
ント・ツールに含まれる静的リスク要因に加えて、実証的に犯罪と関連がある
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ことが示された動的リスク要因を項目に組み込んだリスク・アセスメント・ツ
ールを用いて、犯罪者を客観的に評価し、処遇方針を定めるというアセスメン
トのやり方である。 
Andrews & Bonta (1995)が作成したサービス水準目録改訂版(level of service 
inventory-revised: LSI-R)は第 3 世代犯罪リスク・アセスメントに用いられるリ
スク・アセスメント・ツールである。その項目には犯罪歴のような静的リスク
要因の他に、職業生活を安定して維持できているか、過去に適切な就学経験が
あったか、結婚生活に満足しているか、余暇を有用に活用できているか、現在
の飲酒や薬物の問題を抱えていないか、犯罪的な仲間との付き合いはないか、
犯罪に肯定的な態度を有していないかといったように、処遇の目標となる動的
リスク要因が含まれている。 
Vose, Smith, & Cullen (2103)は、LSI-R の予測的妥当性と LSI-R 得点の変化
が再犯に与える影響を分析した。調査対象となったのはアイオワ州の 2,849 名
の成人の保護観察対象者と仮釈放対象者であった。調査対象者は、5 年間の調査
期間の間に 2 回、LSI-R によるアセスメントを受けた。表 2-7 は対象者の人口
統計学的変数についての記述統計である。なお、このサンプルからは、1 年以内
に再犯をした者のデータは除外されている。動的リスク要因を含んだ第 3 世代
のリスク・アセスメント・ツールを使用しているため、2 回の調査による変化を
調べて分析を行うことが可能となっていることに留意したい。LSI-R 得点は 0
から 54 の範囲を取り、高ければ高いほど再犯リスクが高いとされる。1 回目の
アセスメントよりも 2 回目のアセスメントの方が若干得点の平均値が上昇して
いる(26.95 から 27.63)ことが示された。再犯は、新たな犯罪行為による有罪判
決の全てと定義された(0 が再犯なし、1 が再犯あり)。 
 再犯と 1 回目にアセスメントされた LSI-R 得点のピアソンの相関係数は.137 
(95%信頼区間.10 - .17)、2 回目にアセスメントされた LSI-R 得点との相関係数
は.193(95％信頼区間.16 - .23)で何れも 1 パーセント水準で有意であった。また、
AUC は 1 回目のアセスメントでは.578(95%信頼区間.556-.599)、2 回目のアセ
スメントでは.621(95%信頼区間.599 - .643)となり、LSI-R 得点が将来の再犯と
関連があることが示され、予測的妥当性が検証された。なお、この結果からは、
1 回目よりも 2 回目のアセスメントの方が若干ではあるが再犯を予測する能力 
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表 2-7 対象者の属性についての記述統計 
(Vose, Smith, & Cullen, 2103 から引用) 
 
変数 n % 
身分 
 保護観察 
 仮釈放 
 
1976 
873 
 
69.4 
30.6 
性別 
 男性 
 女性 
 
2448 
401 
 
85.9 
14.1 
人種 
 白人 
 黒人 
 
2416 
433 
 
84.8 
15.2 
婚姻状態 
 独身 
 離婚 
婚姻 
内縁 
死別 
 
1175 
802 
750 
64 
13 
 
41.2 
28.2 
26.3 
2.2 
0.5 
年齢 
 25 歳以下 
 26-35 歳 
 36-45 歳 
 46 歳以上 
 
13 
883 
1435 
516 
 
0.5 
31.0 
50.4 
18.1 
1 回目のアセスメント時の年齢の平均値 
2 回目のアセスメント時の年齢の平均値 
39.51 
40.52 
 
1 回目のアセスメント時の LIS-R 得点の平均値 
2 回目のアセスメント時の LIS-R 得点の平均値 
26.95 
27.63 
 
1回目のアセスメントと2回目のアセスメントの間隔の平均値 364.8  
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変数 n % 
リスクへの暴露期間の平均値(1 回目のアセスメント時) 
リスクへの暴露期間の平均値(2 回目のアセスメント時) 
1384.56 
1019.23 
 
 
 
表 2-8  リスク・カテゴリーの遷移と再犯率 
(Vose, Smith, & Cullen, 2103 から引用) 
 
 2 回目のリスク・カテゴリー 
1 回目の 
リスク・カテゴリー 
低 低/中 中 中/高 高 
低 
6.9% 
(7/101) 
16.7% 
(9/54) 
50.0% 
(8/16) 
- 
- 
- 
- 
低/中 
8.5% 
(7/82) 
17.9% 
(72/402) 
34.3% 
(79/230) 
39.5% 
(17/43) 
40.0% 
(2/5) 
中 
13.3% 
(2/15) 
21.2% 
(52/251) 
31.3% 
(207/661) 
34.1% 
(98/287) 
36.8% 
(14/38) 
中/高 - 
24.0% 
(6/25) 
26% 
(40/154) 
34.6% 
(99/286) 
41.7% 
(40/96) 
高 - - 
18.3% 
(3/16) 
47.2% 
(17/36) 
39.2% 
(20/51) 
 
 
が高くなっていることが示されている。 
次に、1 回目と 2 回目の LSI-R 得点の変化、すなわち、動的リスク要因の変
化がどのように再犯に影響を与えているかが分析された。表 2-8 は各セルに再
犯率を示した、1 回目のリスク・カテゴリーと 2 回目のリスク・カテゴリーのク
ロス集計表である。全般的にリスク・カテゴリーが高い段階にある程、再犯率
が高くなることが示されていることに加えて、1 回目から 2 回目に向けてのリス
ク・カテゴリーの遷移が再犯に影響を与えていることが示されている。1 回目の 
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表 2-9 LSI-R 得点によるロジスティック回帰分析 
(Vose, Smith,& Cullen, 2103 から引用) 
 
 1 回目の LSI-R 得点 2 回目の LSI-R 得点 
人種 0.085 0.098 
年齢 -0.008 -0.009 
性別 0.100 0.177 
身分 
(保護観察か仮釈放) 
0.044 0.036 
リスクへの暴露期間 0.000* 0.001* 
LSI-R 合計得点 0.039* 0.059* 
定数 -1.814 -3.411 
χ2乗値(自由度) 74.937(6) 189.693(6) 
-2 log likelihood 3740.560 3190.053 
Cox and Snell R2 .026 .064 
Nagelkerke R2 .035 .093 
*p<.05 
 
 
アセスメントで中の段階にあった者が 2 回目のアセスメントで中/高の段階にリ
スクが上がると再犯率が 31.3％であるのに対し、2 回目のアセスメントで低/中 
に段階が下がれば再犯率は 21.2%に減少する。このことから動的リスク要因が
低減することが再犯率を低下させていることがわかる。 
最後に、彼らは予測的妥当性の検証及び LSI-R 得点の変化が再犯に与える影
響について、それぞれ多変量解析を用いた分析を実施している。表 2-9 は、ロ
ジスティック回帰分析を用い、人口統計学的な変数を統制変数として投入した
上で、1 回目の LSI-R 得点と 2 回目の LSI-R 得点がそれぞれ再犯を予測するか
どうかを分析した結果である。1 回目、2 回目の LSI-R 得点は共に再犯に有意な 
影響を与えており、LSI-R の予測的妥当性が検証された。また、表 2-10 は、ロ
ジスティック回帰分析を用いて LSI-R 得点の変化を独立変数に投入して、その
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再犯への影響を分析したものである。LSI-R 得点の変化についてはパーセンテ
ージで示した変化率と素得点を用いた分析の 2 つが検討されたが、いずれの場
合でも得点の減少方向への変化が再犯率を低減させていることがわかる。また、
1 回目のアセスメント時の LSI-R 得点によるリスク・カテゴリーと LSI-R 得点
の変化の交互作用項が有意となっており、このことは 2 回目のアセスメントで
LSI-R 得点が変化した場合に、1 回目の LSI-R 得点によるリスクカテゴリーで 
 
表 2-10 LSI-R 得点の変化に関するロジスティック回帰分析 
(Vose, Smith, & Cullen, 2103 から引用) 
 
 パーセントの変化 素点の変化 
人種 0.074 0.074 
年齢 -0.008 -0.009 
性別 0.162 0.163 
身分 
(保護観察か仮釈放) 
0.032 0.031 
リスクへの暴露期間 
(2 回目のアセスメント時) 
0.001* 0.001* 
1 回目のアセスメント時の 
リスク・カテゴリー 
0.476* 0.479* 
LSI-R 得点の変化 -0.009* -0.101* 
1 回目のアセスメント時の 
リスク・カテゴリー×LSI-R 得点の変化 
-0.004* 0.020* 
定数 -2.695* -2.703* 
χ2乗値(自由度) 182.127(8) 187.493(8) 
-2 log likelihood 3197.619 3192.253 
Cox and Snell R2 .062 .064 
Nagelkerke R2 .089 .092 
 * p<.05 
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どの段階に対象者が位置していたかによって、再犯率の変化が異なってくるこ
とを示している。 
動的リスク要因を低減させる意義 犯因論的リスク要因を変化させ、低減さ
せることができれば、否定的な結果である再犯が起こる確率を低減させること
ができる(Hoge, 2001)。実証的な根拠に基づいて作られたリスク・アセスメン
ト・ツールを用い、犯罪者が抱えている犯罪に結びつく動的リスク要因を個別
に調べることで、再犯抑止のためには何を改善の目標として働きかければよい
か、具体的な計画を立てることが可能となる。そして、目標として設定した動
的リスク要因を低減させれば再犯を抑止できることが実証的な知見によって保
証されているのである。 
 
第 4世代犯罪リスク・アセスメント 
 
第 4 世代犯罪リスク・アセスメント(4G)は、3G で採用された静的リスク要因
と動的リスク要因の査定に加えて、処遇プランの策定、処遇目標の達成度の評
価、動的リスク要因の改善度の評価といったフォローアップまでを実証的な根
拠に基づいて統合的に管理するシステムが構築されたものを指す。寺村 (2007)
によれば、第 4 世代の犯罪リスク・アセスメントは、実証研究と処遇実務が連
動しているだけでなく、関係機関が同じアセスメントの枠組みを用いて対象者
の情報を共有化し、プログラムに継続性をもたせ、データベースや情報ネット
ワーク等の IT 技術を利用し、処遇後の成り行き調査や処遇効果検証まで一貫し
て行う体制であるとされる。 
第 4 世代犯罪リスク・アセスメントの例としては、Andrews, Bonta, & 
Wormith (2004)によるサービス水準 / ケースマネージメント目録 (level of 
service / case management inventory: LS/CMI)が挙げられる。LS/CMI は先に
述べた第 3 世代のリスク・アセスメント・ツールである LSI-R を第 4 世代のリ
スク・アセスメント・ツールへと発展させたものである。LS/CMI には LSI-R
に含まれている犯因論的リスク要因のアセスメントに加えて、問題解決能力の
乏しさや自己管理能力の欠如といった問題、視覚や聴覚などの身体的な障害に
関する情報、対人場面で不安を感じやすいといった本人の性格、知能の水準な
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どについて記載し、把握できるような項目が設けられている。また、本人のど
のような問題点に焦点を当てるかを列挙し、到達目標を設定し、どのような処
遇を行うかを記載する欄が設けられている。第 4 世代のリスク・アセスメント・
ツールは、アセスメントとケースマネジメントの繋がりを強調しており、犯罪
者に向社会的な志向を養わせる際に有用な個人の長所、処遇の効果を高めるよ
うな個人の反応性を明確に示し、加えて、処遇の始まりから終了までを構造的
に監視できるよう作られている(Andrews & Bonta, 2010)。 
第 4 世代犯罪リスク・アセスメントの妥当性を検討した研究として、Brennan,  
 
 
表 2-11 COMPAS 基本尺度が再犯に与える影響 
(Brennan, Dieterich, & Ehret, 2009 から引用) 
 
 係数(β) exp(β) p 値 
過去の犯罪行動 0.033 1.03 .008** 
遵守違反歴 0.148 1.16 .000** 
暴力犯罪歴 0.108 1.11 .000** 
現在の暴力行為 0.101 1.11 .052 
犯罪者との関係 0.148 1.16 .000** 
薬物濫用 -0.091 0.91 .000** 
経済的な困窮 0.009 1.01 .691 
職業及び教育 0.118 1.13 .000** 
犯罪的な態度 0.057 1.06 .000** 
家族の犯罪性 0.100 1.11 .006** 
社会的環境 0.257 1.08 .000** 
余暇 0.073 1.08 .000** 
住居の不安定性 0.016 1.02 .277 
犯罪的な人格 0.048 1.05 .000** 
社会的孤立 0.029 1.03 .003** 
** p<.01 
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Dieterich, & Ehret (2009)のコンパス・リスク・ニーズ・アセスメント(COMPAS 
risk and needs assessment)を取り上げて説明する。COMPAS は、コンピュー
タ・ソフトウェアとして提供されるインターネットに基盤を置いたアセスメン
ト・システムであり、静的リスク要因・動的リスク要因、長所、レジリエンス
を幅広く査定し、矯正施設の情報管理システムと一体化させて犯罪者の管理を
行うものとなっている。COMPAS の妥当性の検証は 2,328 名の保護観察対象者
について行われた。対象者の年齢は 18.0 歳から 69.7 歳まで、平均年齢は 31.9
歳であった。対象者の内、19%は女性であり、人種構成は 76%が白人、15％が
アフリカ系アメリカ人、7％がラテン系アメリカ人、2%がその他の人種であっ
た。調査はアメリカ合衆国の東部地区の 18 の保護観察所によって実施され、調
査の実施期間は 2001 年 1 月から 2004 年 12 月であった。再犯を殺人、強盗、
放火などの重罪(felony)の再犯と定義して従属変数に、COMPAS 基本尺度を独
立変数に投入した Cox の比例ハザードモデルによる分析結果を示したものが表
2-11 である。現在の暴力行為と経済的な困窮と住居の不安定性は再犯に有意な
影響を与えていないが、それ以外の尺度は再犯に有意に影響を与えていること
が示された。なお、薬物乱用の係数が負の値を取っており、薬物乱用歴がある
と再犯をする可能性が低減するといった解釈になるが、これは薬物乱用歴があ
る者は、重罪で再犯をする前に薬物事犯で逮捕されてしまい、却って重罪の再
犯をする可能性が低いことから、このような結果になったものと考察されてい
る。 
 
犯罪リスク・アセスメント発展のまとめ 
 
犯罪リスク・アセスメント発展の経緯をまとめると以下のようになる。まず、
1G から 2G への移行については、それまで専門家や臨床家の個人的な知識や経
験に多くを依存していた犯罪リスク・アセスメントを、実証的な根拠に基づい
て行うという目標の元で行われた。具体的には保険統計学的に犯罪と関連があ
ることが実証された項目を犯罪リスク・アセスメントに組み込むことで、エビ
デンスに基づいて実施できることが保証される。しかし、2G の段階では再犯リ
スクについては実証的な根拠を元に査定を行うことができるようになったが、
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それを元に具体的な処遇計画を立てることが困難であった。それが 3G に移行す
ると、対象者の再犯リスクを査定するだけでなく、実証的な根拠に基づいて処
遇計画の策定に必要な犯罪者のニーズを識別できるようになった(Clements, 
1996)。そして、4G ではこれまでに得られた犯罪者の改善に関する実証的な知
見に基づいて、犯罪者の処遇を組織的に実施する体制が構築されるようになっ
た。 
犯罪リスク・アセスメントについて実証的な根拠が得られるようになったと
しても、それが直ちに現実世界の犯罪者処遇に反映されるわけではない。得ら
れた知見を犯罪者処遇現場での実践に翻訳していくことが大きな課題となる
(Andrews & Bonta, 2010)。我が国でも、犯罪者処遇に関する実証的な知見を現
場に取り入れる試みが始まりつつあるが、現状では依然として臨床経験による
直観に頼ることが多く、統計学的な手法を用いたリスク・アセスメント・ツー
ルの開発は遅れており(生島, 2011)、こうした現状の改善が望まれる。 
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第３章 
 
 少年用サービス水準 /  
ケースマネジメント目録について 
 
 
 
欧米では、犯罪リスク・アセスメントの発展に伴い、リスク・アセスメント・
ツールの役割は単に対象者の再犯リスクを査定するだけでなく、犯罪者の動的
リスク要因を識別し、処遇計画の策定を行う目的で使用できるようになった。 
一方、我が国では、犯罪者処遇に関する実証的な知見を現場に取り入れる試
みが始まりつつあるが、統計学的な手法を用いたリスク・アセスメント・ツー
ルの開発は遅れている(生島, 2011)。本研究は、こうした背景を踏まえて Hoge & 
Andrews (2004)が開発した少年用サービス水準/ケースマネジメント目録
(youth level of service / case management inventory: YLS/CMI)を我が国の実
情に合うように改訂して再犯研究に使用する。本章では、このリスク・アセス
メント・ツールの構成を説明し、我が国の実情に合わせた翻訳を行い、先行研
究について紹介する。 
 
 
第 1 節 少年用サービス水準 / ケースマネジメント目録の構成 
 
 
少年用サービス水準 / ケースマネジメント目録(youth level of service / case 
management inventory: YLS/CMI)は Hoge & Andrews (2004)が開発したリス
ク・アセスメント・ツールである。このツールは第 4 世代と呼ばれる種類に属 
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表 3-1  少年用サービス水準／ケースマネジメント目録の構成 
 
Part Ⅰ: リスクとニーズのアセスメント(Assessment of Risks and Needs) 
Part Ⅱ: リスクとニーズの要約(Summary of Risks and Needs) 
Part Ⅲ: その他のニーズのアセスメント(Assessment of other Needs) 
Part Ⅳ: 担当少年の一般的なリスク・ニーズ水準のアセスメント 
(Your Assessment of the Juvenile’s General Risk/Need Level) 
Part Ⅴ: 接触水準(Contact Level) 
Part Ⅵ: 担当者による少年の一般的なリスク・ニーズ水準評定 
(Your Assesment of the Juvenile’s General Risk/Need level) 
Part Ⅶ: ケース管理概観(Case Management Review) 
 
 
している。YLS/CMI は、第 2 章で紹介した LS/CMI の少年版である。YLS/CMI
の元になったリスク・アセスメント・ツールは、成人版のリスク・アセスメン
ト・ツールであるLSI-Rであり、それを少年向けに改訂してYLSが作成された。
改定されている点は、成人向けの LSI-R では職場及び婚姻状況といった要因が
査定されるが、少年版の YLS ではこの部分が学校生活での適応状況及び家庭環
境を査定するよう変更されている。LSI-R 及び YLS は第 3 世代の犯罪リスク・
アセスメントであるが、処遇プランを記載したり、対象となる犯罪者の個別の
情報などを記入したり、処遇目標の達成度合い等を記録する部分を設けるなど
してケースの総合的な管理を行えるよう更に発展させたものが、第 4 世代であ
る LS/CMI 及び YLS/CMI という位置付けになる。 
LS/CMI 及び YLS/CMI においてリスク・アセスメント・ツールの中核をなし
ているのは、動的リスク要因及び静的リスク要因を査定し、犯罪者の再犯リス
クを査定する部分である。これらはそれぞれ LSI-R と YLS から引き継がれてき
た部分であり、実証的な根拠を持って再犯と結びつくことが示された要因を集
めることで作られている。YLS/CMI は表 3-1 に示したように複数の様式から構
成されている。再犯リスクを査定するのは Part I のリスクとニーズのアセスメ
ント(assessment of risks and needs)の部分であり、表 3-2 に示したように犯罪 
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表 3-2 リスク、ニーズアセスメントについての 48 項目 
 
 
 
 
1 非行歴 
(5 項目) 
 
a. 過去の家裁係属 3 回以上 
b.  2 回以上の遵守事項違反 
c. 保護観察歴あり 
d. 過去に施設経験あり 
e. 現在３つ以上の事件が係属中 
 2 家庭状況・養育 
(6 項目) 
 
 
a. 不十分な監護 
b. 子供を統制するのが困難 
c. 不適切なしつけ 
d. 一貫性を欠いた養育態度 
e. 父子間の劣悪な関係 
f. 母子間の劣悪な関係 
 
 
 
 
 
 
 
3 教育・雇用 
(7 項目) 
 
a. 教室での破壊的行動 
b. 学校での破壊的行動 
c. 成績不良 
d. 仲間関係の問題 
e. 対教師の問題 
f. 無断欠席    
g. 不就労で仕事を探していない 
 4 仲間関係 
(4 項目) 
 
a. 非行をしている知り合いがいる 
b. 非行をしている友達がいる 
c. 健全な知り合いがほとんどいない  
d. 健全な友達がほとんどいない 
 
5 物質乱用 
(5 項目) 
 
a. 時々薬物を使用 
b. 薬物を常習 
c. アルコールを常習 
d. 物質乱用が社会生活を阻害している 
e. 物質の使用が犯罪に結びついている 
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6 余暇・娯楽 
(3 項目) 
a. 集団活動への不参加 
b. 有意義に時間を過ごしていない 
c. 興味関心の乏しさ 
 
7 人格行動 
(7 項目) 
 
a. 誇大な自尊心 
b. 身体的な攻撃性 
c. 癇癪を起こす 
d. 注意力の乏しさ 
e. 欲求不満耐性の乏しさ 
f. 罪悪感の乏しさ 
g. 言語的な攻撃性、無作法 
 8 態度・志向 
(5 項目) 
 
a. 反社会的な態度・犯罪への志向 
b. 援助を求めない 
c. 強く援助を拒絶する 
d. 権威への反発、無視 
e. 他者への無関心、無感覚 
 
 
行動と関連がある 8 領域 42 項目から構成されている。8 領域の内容は、1.非行
歴(過去の犯罪経歴や保護観察の遵守事項違反等の有無)、2.家庭状況・養育(両親
が適切に躾をしているか、両親との間に良好な関係が形成されているか等)、3.
教育・雇用(学校や職場での適応状態について)、4.仲間関係(不良仲間との接触が
どの程度あるか、健全な友達がどの程度いるか等)、5.物質乱用(覚せい剤、有機
溶剤、アルコールといった薬物への依存の程度)、6.余暇・娯楽(学校や職場以外
でどの程度健全な活動に従事しているか)、7.人格・行動(衝動性、身体的及び言
語的攻撃性、注意力の乏しさ等の行動傾向)、8.態度・志向(反社会的人格パター
ンと呼ばれる、犯罪に親和的、肯定的な態度や価値観、信念、合理化の程度、
自身を犯罪者であるとする構え等)となっている。 
YLS/CMI を用いてある対象者の再犯リスクを査定する場合には、面接に加え
て、学校、保護者から得られる情報、警察や裁判所の記録といったものを総合
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した上で、評定用の基準に従って「該当あり」とすべきかどうかを評価する。「該
当あり」とした項目の数を全て足し合わせたものが合計得点となる。 
 
 
第 2 節 スコアリングの基準について 
 
 
 表 3-2 に示した 42 項目をどのような基準で評定を行うか以下に YLS/CMI の
マニュアルにある評定ガイドラインを翻訳したものを示す。なお、非行歴領域
は、本研究では我が国の少年事件の特性を考慮して評定ガイドラインの一部修
正を行った。 
 
1 非行歴領域 
 
a.「過去の家裁係属 3 回以上」については、家庭裁判所に係属したことが過去
に 3 回以上あれば「該当あり」とする。この部分は、YLS/CMI 原版では 3 回以
上の有罪判決(conviction)となっているが、我が国では事件を起こして警察に逮
捕された場合には、家庭裁判所に全ての事件が送致されて係属するので、これ
を査定の対象とした。なお、この時、少年鑑別所に入所している少年について
は、今回観護措置が取られた際の家庭裁判所への係属は除く。また、家庭裁判
所に係属しても、審判不開始及び不処分相当の交通違反による係属は軽微な事
案であるため回数に含めないこととする。 
b.「2 回以上の遵守事項違反」については、保護観察中(少年院仮退院中の 2
号保護観察も含む)及び試験観察中に所在不明になって、保護観察や試験観察が
できなくなったこと、保護観察及び試験観察中に再犯したこと、保護観察中及
び試験観察中の明らかな遵守事項違反があったこと、以上の回数が合計して２
回以上あれば「該当あり」とする。試験観察に関する記載は、YLS/CMI の原版
にはないが、我が国では保護観察と同様に社会内での指導監督を受ける措置で
あることから、試験観察中の再犯も回数に入れることとした。なお、再犯につ
いては警察に認知されたものとする。 
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c.「保護観察歴」については、過去に保護観察処分を受けたことがあれば「該
当あり」する。その際に、我が国独自の制度として交通事件に適用されている
交通短期保護観察は事案が軽微であることから除く。また、現在継続中の保護
観察は含めない 
d.「過去の施設経験」については、過去に施設に収容されたことがあれば「該
当あり」とする。YLS/CMI 原版では、収容される施設の種類については明記さ
れていないが、日本語版では我が国で罪を犯した少年が収容される主要な施設
である少年院、児童自立支援施設への収容を対象とする。なお、逮捕による勾
留は除く。また、観護措置も除く。 
e.「現在 3 つ以上の事件が係属中」については、今回の事件については含めず
に、現在 3 つ以上の事件が家庭裁判所に係属していれば、「該当あり」とする。
なお、既に終結した事件は含めない。試験観察中の事件は含める。また、恐喝・
傷害、窃盗・住居侵入などのように記録上で同時に複数の犯罪をしていた場合
には、１つの事件としてカウントする。YLS/CMI 原版からの変更点は、上記と
同様に有罪判決を家庭裁判所係属とし、試験観察を加えている点である。 
 
2 家庭状況・養育領域 
 
a.「不十分な監護」については、親が少年を誰も世話をしていない状態に放置
している、少年がどんな行動をしているのか気がつかない、少年が親に連絡を
取れない、親の監督なしで少年が独立に生活している場合、その他、調査者が
不十分な監護と判断できる状態があれば「該当あり」とする。 
b.「少年を統制するのが困難」については、親が少年の行動を統制することに
問題を抱えている、例えば、少年が親の言うことをきかず、親が少年をコント
ロールできない状態にあるときや、少年が独立に生活していて親が少年の行動
をコントロールできない場合に「該当あり」とする。 
c.「不適切なしつけ」については、行き過ぎた体罰がある、少年に対してしば
しば大声を出したり、脅したりする、過剰に厳しい規則を設けている、逆に親
としてしつけをしていない、親が少年に過度に許容的で方向付けをする努力を
していない場合に「該当あり」とする。 
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d.「一貫性を欠いた養育態度」については、親による賞と罰のルールの適用が
一貫性を欠く、厳しいしつけをする時と無視したり極端に許容的になる時が交
互に起こる、親が宿題や門限、友達との交際について明確なルールを決められ
ないといった状態が見られるときに「該当あり」とする。 
e.「父子間の劣悪な関係」(f.「母子間の劣悪な関係」も同様の基準で評価する)
については、少年と実父・継父との間の関係が敵意を持っている、疎遠である、
思いやりが欠如しているなど特に劣悪である場合に「該当あり」とする。実父・
継父と一緒に生活していなくても、関係が劣悪なものであれば「該当あり」と
する。なお、実父と継父がいる場合には、これまでのことを考えて最も重要な
関係に基づいて評価する。また、実父・継父が死亡している場合には、記憶に
残っている父親像との関係が劣悪なままであれば「該当あり」とする。少年が
もっとも頻繁に接触していた父親との関係について評価する。少年がほとんど
父親に会ったことがない場合には、父親と一緒にいたときの話を聞いて、父親
への感情が嫌いから憎悪までの範囲であるか、少年が父親の考えや感情を無視
しているような状態であったり、父親に全く期待をしていなかったりする場合
に「該当あり」とする。少年と父親の間に、大きな葛藤(不満や無関心)がある場
合にも「該当あり」とする。 
 
3 教育・雇用領域 
 
a.「教室での破壊的行動」については、少年が現在、学校に通っていない場合
は直近の学校生活について評価を行うこととする。教室で少年が行動化、過度
の注意の要求、反抗的な態度、または、その他の破壊的な行動をしていた場合
に「該当あり」とする。行動化とは、情緒的な葛藤、内的、外的なストレス因
子を自分自身の内面で処理するのではなく、行動に出て対処しようとすること
を指す。かんしゃくを起こして、他人を叩いたり、蹴ったり、叫んだり、自傷
といった行動が見られる場合も「該当あり」とする。過度の注目要求とは、大
人から過度に注目や注意を引き出そうとする傾向を指す。例えば、構ってもら
えるまで泣いたり、わがままを言ったりなど、大人がいくら注目しても物足り
ないという状態になっている場合がそれに当たる。教師が少年のことを教室で
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の学習には困難があると考えていた場合にも「該当あり」とする。 
b.「学校内での破壊的行動」については、少年が現在、学校に通っていない場
合は直近の学校生活について評価を行うこととする。少年が学校内で攻撃的、
暴力的な行動をしたり、逸脱行動に及んだりしている場合に「該当あり」とす
る。学校内で盗み、物を壊す、飲酒、薬物使用といった非行に及んでいた場合
も「該当あり」とする。 
c.「成績不振」については、少年が現在、学校に通っていない場合は直近の学
校生活について評価することとする。科目の単位が取れない、その他、学業成
績が悪いことを示す資料がある場合に「該当あり」とする。少年の能力を考慮
して、だいたい能力に見合う分だけの成績が達成されている場合には、多少成
績が低くても「該当あり」としない。 
d.「仲間関係の問題」については、少年が現在、学校に通っていない場合は直
近の学校生活について評価することとする。少年が、明らかに仲間から嫌われ
ていたり、孤立していたり、仲間と交流せずに引きこもっていたり、その他、
学校の中で仲間との関係が明らかに悪い場合に「該当あり」とする。 
e.「対教師の問題」については、少年が現在、学校に通っていない場合は直近
の学校生活について評価することとする。少年と学校教師の関係に明らかに重
大で継続的な問題がある、または、少年が教師を憎んでいたり、敵意を持って
いたりする場合に「該当あり」とする。 
f.「無断欠席」については、少年が現在、学校に通っていない場合は直近の学
校生活について評価することとする。少年が頻繁に学校を無断で欠席している
場合に「該当あり」とする。 
g.「不就労で仕事を探していない」については、少年が仕事をしておらず、求
職活動もしていない場合に「該当あり」とする。 
 
4 交友関係領域 
 
a.「非行をしている知り合いがいる」については、少年の知り合いや顔見知り
に、犯罪者として名前が知られていたり、反社会的な態度を持つ者がいる場合
に「該当あり」とする。薬物を使用していたり、暴走族に入っている知り合い
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がいたりする等の場合に「該当あり」とする。少年が犯罪歴のある者、犯罪行
動を行っている者と現在、接触を続けているか、最近まで関係を持っていた場
合に「該当あり」とする。付き合っている人物が、学校の生徒、一緒に働いて
いる人、近所の人、グループの仲間など、少年と親密な関係でなくても「該当
あり」とする。少年の知り合いが、犯罪歴はあるが現在は明らかに更生した者
である場合は「該当あり」とはしない。事件が薬物事犯の者は、他の薬物使用
者や薬物の売人を知っていれば「該当あり」とする。ただし、この基準を適用
するには、過去一年以内に少年が薬物を使用している必要がある。なお、処方
箋で手に入れた薬物の乱用は除く。 
b.「非行をしている友達がいる」については、少年の親密な友達に犯罪者とし
て名前が知られている者、犯罪歴を有していたり、犯罪行動を行っている者、
反社会的な態度を持つ者がいる場合に「該当あり」とする。親密な友達とは、
少年が余暇の時間を長く一緒に過ごしたり、その人の意見を重んじたり、困っ
たときには助けてくれるような存在のことを指す。この項目が「該当あり」と
された場合には、4 a にも必ず「該当あり」とする。 
c.「健全な知り合いがほとんどいない」については、学校で真面目にやってい
たり、犯罪や薬物・アルコール乱用をしないなど、少年に健全な役割のモデル
となるような知り合い、顔見知りがほとんどいない場合に「該当あり」とする。
健全な役割モデルとみなすには、その人が少なくとも１年かそれ以上は犯罪を
やっていない人である必要がある。警察沙汰をこれまで全く起こしたことがな
いような知り合いが、少年の生活で積極的な役割を取っていれば、この項目に
「該当あり」とはしない。なお、少年が健全な役割モデルとなるような人と時
間を共有し、そうした人の意見を尊重し、そうした人といる時には反社会的な
行動をしないのであれば、「該当あり」としない。 
d.「健全な友達がほとんどいない」については、学校で真面目にやっていたり、
犯罪や薬物・アルコール乱用をしないなど少年に健全な役割のモデルとなるよ
うな親密な友達がほとんどいない場合に「該当あり」とする。健全な役割モデ
ルとみなすには、その人が少なくとも１年かそれ以上は犯罪をしていない人で
ある必要がある。警察沙汰をこれまで全く起こしたことがないような親しい友
達が、少年の生活で積極的な役割を取っていれば、この項目に「該当あり」と
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はしない。少年が多くの時間を健全な友達と過ごし、その友達の意見を尊重し、
その人と一緒にいる時には反社会的な行動をしないのであれば、「該当あり」と
しない。 
 
5 物質乱用領域 
 
a.「時々の薬物使用」については、少年が違法な薬物を時々使っている場合に
「該当あり」とする。現在、薬物の使用をしていなくても、例えば、少年が自
分で薬物の使用をコントロールしながら、たまに使ったりしているような場合
にも「該当あり」とする。ただし、少年が薬物の使用をここ一年以上辞めてい
た場合には「該当あり」としない。 
b.「薬物の常習」については、少年が違法な薬物を頻繁に使用している場合に
「該当あり」とする。最近 1 年間、週に 2 回以上違法な薬物を使用し続けてい
た、または、以下に示すような生活の主要な領域のうちで薬物使用のために一
つ以上の問題が生じている場合に「該当あり」とする。なお、この項目が「該
当あり」とされた場合には 5 a にも必ず「該当あり」とする。 
・ 薬物で逮捕された 
・ 職場や学校で薬物使用のため問題が生じている 
・ 薬物使用の問題で、医療施設で治療を受けた 
・ 禁断症状が出ている 
・ 人格偏倚が起こっている 
・ 家庭や社会で問題が生じた 
・ 最近、物質乱用、物質依存と診断された 
c.「アルコールの常習」については、少年がアルコール飲料を常用している場
合に「該当あり」とする。それには、少年が週に３回以上飲み続けており、か
つ、以下に示すような生活の主要な領域でアルコール摂取に関連した問題が一
つ以上生じている場合に「該当あり」とする。 
・  意識を失う 
・ 飲酒に関連したことで警察に逮捕される 
・ 職場や学校でアルコールのために問題が生じている 
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・ アルコールの問題で、医療施設で治療を受けた 
・ 禁断症状が出ている 
・ 人格偏倚が起こっている 
・ 家庭や社会で問題が生じた 
・ 最近、アルコール乱用、アルコール依存と診断された 
d.「物質乱用が社会生活を阻害している」については、薬物またはアルコール
の使用が少年の身体もしくは社会的な機能に影響を与え、反社会的な行動が引
き起こされている場合に「該当あり」とする。物質乱用の影響で学校生活、職
場、親との関係に障害を生じていたり、友達をなくしていたり、事故を起こし
ていたりといった場合がこれに当たる。 
 e.「物質の使用が犯罪に結びついている」については、少年の犯罪行動が薬物
やアルコールの使用と関係がある場合に「該当あり」とする。違法な薬物の使
用行為それ自体では「該当あり」としない。覚せい剤の使用は犯罪行動だが、
それのみでは「該当あり」としない。アルコールや薬物の使用が、法律違反や
保護観察、試験観察からの逸脱や遵守事項違反を招いている場合に「該当あり」
とする。例えば、薬物使用が習慣化していて薬物を手に入れるために違法売買
をする、薬物を入手するためのお金を得るために不法侵入や器物損壊、窃盗を
するなどの場合がこれにあたる。なお、薬物の違法売買が常にこの項目の「該
当あり」に結びつくわけではない。薬物の売人が自分の行動を完全に仕事とし
てとらえていて、自分自身は薬物を使用していない場合には「該当あり」とし
ない。あくまで自身の物質の乱用によって法律違反を招いていることが重要で
ある。 
 
6 余暇・娯楽領域 
 
a.「集団活動への不参加」については、少年がスポーツやクラブ、その他の種
類の健全な集団での活動に参加していない場合に「該当あり」とする。なお、
少年が自助グループ(A.A.など)に入っている場合には、参加への意欲を考慮して
「該当あり」とする。すなわち、少年が望んで社会的な活動に参加していた場
合には「該当あり」としないが、少年が強制されて参加しており、少年自身は
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そうした活動に楽しみを見出していない場合には「該当あり」とする。「学校や
地域でスポーツやクラブ等のメンバーになっていますか」、「そこでの活動を楽
しんでいますか」、「そこでの活動にもっと関わっていきたいですか」、などの質
問で「該当あり」かどうか判断する。 
b.「有意義に時間を過ごしていない」については、テレビやビデオばかり見て
いたり、テレビゲームばかりしていたり、飲み会ばかりしていたり、ぶらぶら
と街をうろつきまわったりしているなど、少年が活動的でない、または、建設
的でないことに時間を費やしすぎている場合に「該当あり」とする。少年が余
暇時間(仕事や学校の授業から解放された時間)に何も活動をしていなかったり、
自由な時間のほとんどを退屈して過ごしていたりする場合に「該当あり」とす
る。なお、少年が 1 つ、2 つは娯楽をするが、それが単なる気まぐれだったり、
大して価値のないものであったりする場合には「該当あり」とする。少年が、
誰かの助けなしには娯楽活動を計画できなかったり、誰かの助けなしには満足
できるような楽しさを見つけられなかったりする場合にも「該当あり」とする。 
c.「興味関心の乏しさ」については、少年が建設的なことに全く興味関心を示
さない場合に「該当あり」とする。例えば、スポーツや読書、その他建設的な
趣味などに興味がない場合である。もしも、少年が自分自身で興味がある活動
に参加している場合には「該当あり」としない。「あなたがとても興味を持って
いるようなスポーツや趣味等は、どういったものですか」などの質問で「該当
あり」とするかどうか判断する。 
 
7 人格・行動領域 
 
a.「誇大な自尊心」については、少年が自分のことを他人よりも優れており、
いつも自慢をしていて、少年のそれまでの業績や成果以上に自分の価値を高く
感じている場合には「該当あり」とする。「自分自身についてどのように感じで
いますか」、「物事が思うように運んでいますか」、「時々は自分に対して失望し
たりしますか」などの質問で「該当あり」とするかどうか判断する。 
b.「身体的な攻撃性」については、少年がケンカをしたり、暴力的な行動をし
ていたりなど、他者に対して身体的な攻撃性を向けるような行動をしている場
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合に「該当あり」とする。少年が身体的な攻撃性を自分自身を表現したり、他
者との関係を取り扱ったりするのに適当な方法であると考えている場合には
「該当あり」とする。なお、暴行・傷害事件を起こしている場合には「該当あ
り」とする。「怒ったりする時がありますか」、「特にどんな時に怒りますか」、「怒
ったときはいつもどんなふうになりますか」、「よくケンカになりますか」等の
質問で「該当あり」かどうかを判断する。 
c.「癇癪を起こす」については、少年が不満を募らせたり、怒った時に、癇癪
を起こしたり、自分をコントロールすることができなくなったりする場合に「該
当あり」とする。なお、この項目は癇癪が物に対して向けられている場合にも
「該当あり」とする。「すぐに不満が募りますか、それともかなりのんきな方で
すか」等の質問で「該当あり」かどうかを判断する。 
d.「注意力の乏しさ」については、少年が課題や作業に集中することが難しく、
最後までやり遂げることが困難だったり、または、多動傾向がある場合に「該
当あり」とする。「集中するのが難しいですか」、「今までに注意や集中に問題が
あると言われたことがありますか」等の質問で「該当あり」かどうかを判断す
る。 
e.「欲求不満耐性の乏しさ」については、少年が欲求不満を処理する能力に乏
しかったり、すぐに我慢ができなくなったり、衝動的に行動する傾向がある場
合に「該当あり」とする。 
f.「罪悪感の乏しさ」については、自身の行動が他者を侵害する結果を招いて
も、自責の念や良心の呵責を持たなかったり、自身の行動に対して責任を認め
ず、言い訳ばかりしている場合に「該当あり」とする。この項目は、少年の自
身の行動に対する感情についてのものであり、項目 8e と混同しないように注意
しなければならない。「何か悪いことをするとき、いつもどんな気持ちがします
か」、「誰かを傷つけたときには嫌な気持ちになりますか」等の質問で「該当あ
り」かどうかを判断する。 
g.「言語的な攻撃性、無作法」については、少年が他者との関係を持つ時に、
しばしば言葉で相手を罵倒したり、敵意を表したり、威嚇したりする場合に「該
当あり」とする。 
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8 態度・志向領域 
 
a.「反社会的な態度・犯罪への志向性」については、少年の態度が犯罪や常識
的ではない生活様式に支持的なものとなっている場合に「該当あり」とする。
少年の犯罪や被害者に対する、態度、価値観、信念、合理化の程度を見て、少
年が自身に適用されている社会の規則や法律のことを考慮していないことがわ
かる場合に「該当あり」とする。少年が犯罪行動の有用性を強調したり、犯罪
をしないよりも犯罪をしている方が心地よいと感じていたり、法を犯すことを
しばしば合理化・正当化したりしている場合に「該当あり」とする。例えば、「自
分の責任ではない」、「誰も傷ついていない」、「被害者も自業自得だ」、「警察は
いつも自分が何かしていないか身辺を追っているから」と述べる場合がこれに
あたる。少年が自身の行為や結果に対する責任を否定し被害者も含めて他者の
期待や望みや感情に共感することをしない、あるいは拒絶いている場合も同様
である。少年が犯罪をしている人々や彼らの価値観、行動を受け入れ、少年保
護法制への敵意を表明している場合にも「該当あり」とする。被害者への罪悪
感や自責の念を表明しているものの、利己的な表現も混ざっている場合には「該
当あり」とする。これは例えば、「運が悪かった」、「捕まらなければ良かった」
と述べる場合などである。また、少年の犯罪行為への態度には、規則を自分の
都合の良いように曲げようとするところがある場合にも「該当あり」とする。
常識的で、犯罪的でないやり方があっても、少年が全般的にそれを軽視してい
る場合には「該当あり」とする。少年が基本的な社会的価値を支持していなか
ったり、敵意を抱いていたり、拒絶していたりする、家、家族、学校職場とい
った伝統的な環境に対する絆が弱く、犯罪的でない人々に対して否定的で敵意
を持ち、拒否的である(少年は、「そういう人達がどう考えようと気にしない」と
言うかもしれない)場合に「該当あり」とする。少年が犯罪的でない活動やそこ
から得られる報酬に価値を認めない、あるいは拒否しており、逸脱行動全般に
対して寛容である場合にも「該当あり」とする。少年が、選択的に慣習に沿っ
た犯罪的でないやり方を軽視している場合、すなわち、一部の向社会的な活動(例
えば、学校や職場など)には支持的であるが、例えば薬物使用や虐待、暴力とい
った犯罪的な行動にも支持的である場合には「該当あり」とする。少年が政府
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や企業に対して敵意を抱いている場合にも「該当あり」とする。少年が稼動し
ていたり、学校に通ったりしていても、飲酒運転や無免許運転(免停中の運転も
含む)、薬物使用を繰り返している場合は「該当あり」とする。 
b.「援助を求めない」については、少年が援助を求めることをせず、必要な介
入を求めることを嫌がっており、援助の必要性を理解しようとしていない場合
に「該当あり」とする。 
c.「強く援助を拒絶する」については、少年が援助者や援助機関の介入を強く
拒絶している場合に「該当あり」とする。 
d.「権威への反発、無視」については、少年が親や学校教師、その他、権威か
らの方向付けに従うことを拒否し、少年保護法制に対して敵意を抱いている場
合に「該当あり」とする。「親から平等に扱われたと思いますか」、「親の言うこ
とを聞くべきだと思いますか」、「学校ではどうですか」、「先生達は生徒を公平
に扱っていると思いますか」等の質問で「該当あり」かどうかを判断する。 
e.「他者への無関心、無感覚」については、少年が他人の感情や幸福に全く興
味がなく、サイコパスのように振舞う場合に「該当あり」とする。サイコパス
とは、典型としては、表面的には魅力的であるが、不誠実で対人操作的であり、
非常に自己中心的で共感性に欠け他者との愛着を継続させることができず、衝
動的に個人的な快楽を追及し他者を傷つけることについて良心の呵責が欠落し
ており、過去の経験からの学習が困難であるといった特徴を持つ者を指す。 
 
 
第 3 節 YLS/CMI の信頼性及び妥当性に関する研究 
 
 
 YLS/CMI の信頼性及び妥当性を検証した研究としては Schmidt, Hoge, & 
Gomes (2005)がある。彼らの研究では、107 名の少年犯罪者(平均年齢 14.6、標
準偏差 1、年齢範囲 12.0-16.8)が分析の対象者となった。調査の対象者となった
のは、カナダの・オンタリオ州ノース・ウェスタンの裁判所に係属した 119 名
の少年犯罪者であったが、後述する手続きを経て 107 名まで、サンプルが減少
している。 
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まず、119 名の調査対象者は、1996 年 3 月から 2000 年 10 月までの間に、複
数の専門領域にまたがる精神保健の専門家チームによって評価を受けたが、そ
の内の 5 名については、YLS/CMI についての情報が得られなかったため、分析
対象から除外された。また、7 名については、もともとの裁判所からの査定命令
が出された時点から 12 か月を超えてから調査が行われている、もしくは、もと
もとの裁判所からの査定命令が出された時点より12か月以前に調査が行われた
ときの情報しか得られなかったため除外された。これによって、分析対象数は
107 名となった。分析対象者の内訳は、67 名(62.6%)が男性で 40 名(37.4%)が女
性であった。この内、男性は 49 名(45.8%)、女性は 28 名(26.2%)が前歴を有し
ていた。17 名(15.9%)は過去に施設収容処分をされたことがあった。人種は、31
名(29.0%)がネイティブのカナダ人で、残りの 76 名(71.0%)が白人であった。再
犯情報は、王立カナダ軍警察(The Royal Canadian Military Police: RCMP)の国
立警察登録情報から得られた。ここでは、個々の少年の完全な犯罪記録が残さ
れており、再犯に及んだ際にはこの警察記録に登録されている。YLS/CMI の各
下位尺度得点及び合計得点の平均値及び標準偏差は表 3-3 に示したようになっ
た。 
信頼性の検証を行うため、29 名のサンプルについて評価者間信頼性が算出さ
れた。その結果は、仲間関係が.61 とやや低い数値となったが、その他の尺度に
ついては、態度・志向の.71 から教育・雇用の.85 までの範囲となった。なお、
非行歴についてはそれぞれの評価者が異なった基準を用いていたことから評定
者間信頼性は算出されなかった。全対象者 107 名のデータを用いて、クロンバ
ッハの α係数を用いた内的整合性による信頼性の検討を行った結果では、物質
乱用の.56 から態度・志向の.77 までの範囲となった。予測的妥当性を検証する
ために、再犯の有無と YLS/CMI の合計得点の相関係数が算出された。この検討
では、3 名の調査対象者の犯罪記録を入手することができなかったため、104 名
分の分析となった。 
全ての再犯と合計得点との相関係数は、男性対象者(n=66)で.25 であり 5%水
準で有意となったが、女性対象者(n=38)では.14、全体対象者(n=104)では.19 と
なり、何れも有意ではなかった。再犯を重大犯罪に限った場合には、男性では.31
で 1%水準有意となり、女性では.35 であり 5%水準で有意、全体では.26 であり 
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表 3-3 YLS/CMI の各尺度得点の平均値と標準偏差 
(Schmidt, Hoge, & Gomes, 2005 から引用) 
 
 全体 
(n=107) 
男性 
(n=67) 
女性 
(n=40) 
非行歴 1.2(1.5) 1.1(1.5) 1.4(1.4) 
家庭状況・養育 2.5(1.7) 2.3(1.7) 2.8(1.6) 
教育・雇用 3.3(2.0) 3.2(2.1) 3.6(2.0) 
物質乱用 1.8(1.3) 1.7(1.3) 2.1(1.4) 
余暇・娯楽 1.4(1.1) 1.3(1.1) 1.6(1.1) 
仲間関係 1.2(1.4) 1.1(1.5) 1.4(1.4) 
人格行動 3.7(2.0) 3.5(2.1) 4.1(1.8) 
態度・志向 1.7(1.7) 1.7(1.6) 1.9(1.8) 
合計得点 16.9(9.3) 15.7(9.5) 19.1(8.7) 
 
 
1%水準で有意となった。再犯を外的基準とした予測的妥当性では、女性対象者
を含めた分析で一部に妥当性が検証されない場合があったが、それ以外では妥
当性が検証された。 
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第 4 章 
 
 非行少年を対象とした犯罪リスク・ア
セスメントの実証的研究 
 
 
 
これまでの章では、犯罪リスク・アセスメントが犯罪者を処遇していく上で
重要であることを述べ、犯罪リスク・アセスメントを行う際の原則について説
明を行い、犯罪リスク・アセスメントがどのように発展してきたか、主に欧米
の例を紹介した。また、実証的な犯罪リスク・アセスメントを行う際に必要と
なるリスク・アセスメント・ツールについて、我が国で使用できるように翻訳
を行った。本章では、この邦訳したリスク・アセスメント・ツールを用いて、
実際の非行少年について犯罪リスク・アセスメントを実施する。このような犯
罪リスク・アセスメントを実証的に行う取り組みは、近年我が国においても行
われ始めたものの(西岡, 2013)、未だ十分な知見の積み重ねが不足している。我
が国の非行少年サンプルに適した実証的な犯罪リスク・アセスメントをどのよ
うにして構築していくか、その知見を積み重ねていくことが重要になってきて
いる。 
 
第１節 目 的 
 
 
実証的な根拠に基づいて再犯リスクを査定し、リスク・アセスメントの手法
を構築することは、これまで述べたように対象者の再犯を防止するために必要
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な処遇と介入プランを作成し、対象者にとっての不利益処分という性質を持つ
施設収容を伴う処遇を実施するための適正手続きを担保していく上で必ず行わ
なければならないものである。 
 
本研究の課題及び仮説 
 
本研究では、Hoge & Andrews (2004)が開発した少年用サービス水準/ケース
マネジメント目録(YLS/CMI)を第 3 章で邦訳したものを用い、少年鑑別所に入
所した非行少年について対象少年の非行の程度及び再犯リスクを正確に査定す
ることが可能かどうかを検証することを目的に、以下のように 5 つの課題を立
て、2 つの仮説の検証を試みた。 
課題 1(非行性の検証) 再犯リスクの高い者ほど家庭裁判所の審判では重い
処分を受けているかどうか(仮説 1)を検証する。これは、家庭裁判所の審判決定
で受けた処分によって、YLS/CMI の合計得点(以下、合計得点と記載する)が異
なるかどうかを調べることで検証が可能である。この検証は少年審判による退
所事由を外的基準とした合計得点の基準関連妥当性を検討するという意義も同
時に持つ。 
課題 2(再犯とリスク段階の関係) YLS/CMI においてより高いリスク群と判
定された非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高いかどうか(仮説 2)を検証する。
YLS/CMI では、Hoge & Andrews (2004)がリスク群の閾値を設定しており、そ
の閾値による群分けを用いて高いリスク群になればなるほど再犯率が高くなる
かどうかを調べる。これは、YLS/CMI が社会内での再犯を予測できるかどうか
という予測的妥当性の検討である。 
課題 3(より正確なリスク段階の設定) Hoge & Andrews (2004)が設定した
群分けよりも、より正確に再犯を予測できる群分けが可能かどうか検討する。
合計得点によって再犯率の異なるグループを弁別できるかどうかを分析するこ
とで実施する。この課題は探索的なものである。 
課題 4(少年院処遇の効果検証) 少年院処遇の効果があるかどうかを検討す
るため、社会内処遇群と少年院での施設内処遇群について再犯率を比較し、少
年院処遇の効果があるかどうかを検証する。 
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課題 5(各領域が再犯に与える影響の分析) YLS/CMI の 8 つの各領域得点が
再犯に与える影響について分析を行う。 
 
 
第 2 節 方 法 
 
 
調査対象者 
 
 平成 16 年から平成 20 年までに関東及び東北地区の少年鑑別所に観護措置で
入所した男子少年 389 名(平均年齢 16.9 歳,SD=1.5)を調査対象とした。なお、
観護措置とは少年法第 17 条に規定される措置であり、家庭裁判所が事件を受理
した時に、当該少年が少年鑑別所において科学的な検査、鑑別を行った上で最
終的な処分を決める必要があると判断した際に行われる。少年鑑別所に収容さ
れる期間は、通常は最長 4 週間であるが、一定の事件で証拠調べが必要な場合
は最長 8 週間まで延長することができる。この期間、非行少年は少年鑑別所内
で法務技官によって臨床心理学的アセスメントを受ける。 
 
手続き 
 
 少年用サービス水準 / ケースマネジメント目録(YLS/CMI) 観護措置が行わ
れ、対象となった非行少年が少年鑑別所に収容された時点における YLS/CMI
の 8 つの領域(非行歴、家庭状況・養育、教育・雇用、仲間関係、物質乱用、余
暇・娯楽、人格・行動、態度・志向)に係る 42 項目について、対象少年が収容
された施設に勤務する法務省職員である法務技官が評定した。YLS/CMI は第 3
章で邦訳されたものを用いた。YLS/CMI の各項目は、再犯との結び付きが強い
とされる犯因論的リスク要因から構成されており、合計得点が高いほど再犯リ
スクが高いと仮定されている。この評定値は全ての課題の検証に用いられた。 
再犯及び観測期間 課題 2 から課題 5 を検討するために再犯の分析を行った。
本研究では再犯を、対象少年が施設を退所して社会に戻って以降、少年鑑別所
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に再入所することと定義した。退所した施設とは、少年審判の結果、社会内に
少年を戻す旨の決定が下された少年の場合は少年鑑別所、少年院送致となった
少年については少年院を指す。また、再犯までの期間を日数で算出し、これを
観測期間とした。再犯のない者については施設退所日から追跡調査の期間が修
了するまでの日数、もしくは、追跡期間が終了する前に 20 歳の誕生日を迎えた
場合には、施設退所日から 20 歳の誕生日までの日数を観測期間とした。 
審判決定 対象者が家庭裁判所の審判でどういった処分を受けたかについて
調査した。この調査は、審判決定と YLS/CMI によって査定された非行少年の再
犯リスクの関係を分析する課題 1 と課題 4 を検討するために実施した。調査し
た家庭裁判所の審判決定の種類は、保護観察、少年院送致(特修短期処遇)、少年
院送致(一般短期処遇)、少年院送致(長期処遇)、試験観察、児童自立支援施設で
あった。 
保護観察は、更生保護法第 49 条第 1 項に規定される処遇であり、少年を施設
に収容することなく家庭においたまま、保護観察所の行う指導監督及び補導援
護という社会内処遇によって、少年の改善更生を図ろうとするものである(裁判
所職員総合研修所, 2012)。所管は法務省保護局となる。少年を対象とした場合
には同法第 49 条第 2 項により、保護観察処分少年又は少年院仮退院者に対する
保護観察は、保護処分の趣旨を踏まえ、その者の健全な育成を期して実施する
こととされている。通常、保護観察は、本人の居住地区を担当する保護観察官
が面接し、その面接結果等を踏まえて保護観察の実施計画等を作成し、地区を
担当する保護司に送付する。担当保護司は対象少年と適当な接触(多くの場合、
月に２度ほどの対象者の来訪と月１度ほどの担当保護司の往訪)を保ち、その行
状を見守り順守事項を守るよう必要な助言指導を行う(高木, 2010)。 
少年院は、法務省矯正局が所管する国の機関であり、主に家庭裁判所から少
年院送致決定を受けた少年を収容し健全な育成を図ることを目的として矯正教
育を行う施設である。「矯正教育」は在院者を社会生活に適応させるため、その
自覚に訴え規律ある生活のもとに、教科教育、職業補導、適当な訓練、医療を
授けるものである(少年院法第 4 条)。収容期間は、特修短期処遇が 4 か月以内、
一般短期処遇が 6 か月以内、長期処遇が 2 年以内となっている。収容期間が長
い程、処分としては重いことになる。 
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少年院における矯正教育では、対象少年の有する性質、問題性に幅広く対応
するために処遇の多様化、類型化が図られており、各少年院では基本的処遇計
画と呼ばれる教育目標及び教育の内容とその方法等を詳しく定め、さらに対象
少年一人一人に対して個別的処遇計画を設定し、目標の到達度合いについて成
績評価を行うなどきめ細かに個別対応を図っている。少年院送致決定は身柄拘
束を伴う処分であり、施設に収容し、起床、食事、運動、就寝など日常生活の
動作時限を全面的に管理する強い枠組みの中で教育を行う。前述のリスク原則
では高密度処遇に該当する処遇である。少年院送致となる対象者は、それまで
に相当程度に非行を繰り返していたり、起こした事案が重大、悪質であったり、
攻撃性の強さや規範意識の乏しさが顕著であったりなど、抱える問題性が大き
い少年たちであり、改善、更生のためには強制力の強い環境で系統的、集中的
な処遇を行うことが必要とされる者たちである。また、事件を振り返り、そこ
に至った自身の問題点について内省を深めたり、薬物や交通関係、窃盗、粗暴
行為、不良交遊等の非行について問題性別指導を行ったりなど非行に関係する
意識、態度について取り扱う幅広い教育が行われている。 
児童自立支援施設は、不良行為をなし、又はなすおそれのある児童及び家庭
環境その他の環境上の理由により生活指導等を要する児童を入所させ、又は保
護者の下から通わせて、個々の児童の状況に応じて必要な指導を行い、その自
立を支援し、あわせて退所した者について相談その他の援助を行うことを目的
とする施設である(児童福祉法第 44 条)。児童自立支援施設の特色は、寮舎を担
当する職員と児童の密接な人間関係を中心にした家庭的な雰囲気と温かな人間
関係を育てるための配慮を行っている点である。入所児童の一般的な日課は 10
人前後が暮らす寮舎で朝 6 時半に起床し、ジョギングや体操、掃除のあと朝食
を取る。朝食後は施設内の教室に移動して授業を受ける。午後はバレーボール
や水泳、園芸作業などのクラブ活動をする。その後、夕食を食べ、自習や自由
時間を終えて、午後 9 時に就寝する。職員と児童が寮舎で生活をともにして触
れ合いながら家庭的な雰囲気を作り出している(小林, 2010)。 
ここまでで挙げた保護観察、少年院送致、児童自立支援施設送致は、家庭裁
判所において終局決定とされる処分である。なお、この 3 つの処分は少年法上
で保護処分と呼ばれる。 
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一方、試験観察は、保護処分を決定するため必要があると認めるときに、決
定をもって相当の期間、少年を調査官の観察に付すという措置である(少年法第
25 条第 1 項)。試験観察は、一旦、社会内に少年を戻し、家庭裁判所調査官のも
とで経過を見るという中間処分であり、一定期間が経過した後に審判が行われ、
終局決定がなされる。試験観察においては、少年を静的に観察するのではなく、
少年を特定の条件の下において調査官が少年と密接な連絡を保ち、助言、補導、
環境の調整などの教育的働きかけを行いながら、少年の行動を能動的に観察す
るものである。また、試験観察には、実質的には終局処分の留保による心理的
強制効果を利用しつつ指導監督を行い保護、教育効果をあげるという特徴があ
る(裁判所職員総合研修所, 2012)。試験観察は、一般的には家庭裁判所での定期
的な面接を元にしながら、随時、家庭訪問や学校訪問を織り交ぜて行われる(蔵, 
2010) 
 
 
第３節 結 果 
 
 
基本統計量 
 
表 4-1 は、全対象者の YLS/CMI の項目得点、領域得点、合計得点の平均値で
ある。物質乱用領域の項目得点は低く、今回の調査対象者では薬物を使用して
いる者が少なかったことが示された。特に、b.「薬物を常習」は度数が 5、c.「ア
ルコールを常習」は度数が 5、d.「物質乱用が社会生活を阻害している」は度数
が 3、e.「物質の使用が犯罪に結びついている」は度数が 1 であり、該当者が非
常に少なかった。 
領域得点及び合計得点のヒストグラムを図 4-1、図 4-2、図 4-3、図 4-4、図
4-5、図 4-6、図 4-7、図 4-8、図 4-9 に示した。ヒストグラムの形状に見られる
特徴として、非行歴領域(図 4-1)、物質乱用領域(図 4-5)、態度・志向領域(図 4-8)
ではべき関数様の形状が見られることが指摘できる。このことは多数の非行少
年はその領域についてほとんど該当しないが、該当する少数の非行少年が存在
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し、その少数の非行少年がその領域において高い得点を上げていることを示し
ている。一方で、合計得点の分布の形状を見るとおおむね正規分布であること
から(図 4-9)、本調査の対象者は、非行が著しく進んだ者も非行がほとんど進ん
でいない者も少なく、中程度の者が多いことがわかる。 
 
再犯率 
 
少年鑑別所を退所してから、または、少年鑑別所を退所後に少年院に送致さ
れた場合には少年院を退院してから、社会内で追跡された期間である観測期間
の平均値は 518.3 日、標準偏差は 307.1 日であった。389 名中 73 名が少年鑑別
所に再入所しており、73 を 389 で除した素再入所率は 0.19 となった。この数 
値からは、少年施設を退所して社会に戻ったのち、約 2 割程度が再び犯罪をし
て少年鑑別所に入ってきたことがわかった。 
カプラン・マイヤー推定 ここで示した素再入率は観測期間を考慮しない数
値であるため、これをそのまま少年鑑別所への再入率と解釈するには以下のよ
うな問題がある。生存率を計算するには、ある時点で調査を打ち切ってデータ
を集計する必要がある。非行少年が少年鑑別所を退所する時期は様々だから、
長い時間観察された少年もいれば、ほんの短期間だけ観察された少年も含まれ
ている。対象少年全体としてみれば、時間経過とともに再犯する少年の割合が
増えていき、その分、再犯しない少年の割合は減少するが、全ての少年を同じ
時間観察しているわけではない以上、その割合は単純に生存率にはならない。 
そこで対象少年たちの観察期間の長短の情報を加味して生存率を推定してい
くのがカプラン・マイヤー推定法である。カプラン・マイヤー推定法による生
存関数を図 4-10 に示した。最終的な累積生存率は 0.66、標準偏差は 0.045 と推
定された。少年鑑別所を退所し、再び事件を起こして少年鑑別所に入所してく
る再入所率は.34 であった。素再入所率は 0.19 であったのでこれよりもカプラ
ン・マイヤー推定法による再入所率は高い数値となっているが、こちらの方が
観測期間と再犯の情報をより正確に取り扱っている推定値となる。再入所率の
推定値としては、素再入所率よりも事実を正確に反映している。また、生存関
数の形状を見るとおおむね 1,000 日を経過する頃から累積生存率の低下が見ら 
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表 4-1 項目得点、領域得点及び合計得点の平均値及び標準偏差(n=389) 
 
調査項目 合計 平均値 標準偏差 
 
1. 非行歴 
   
a. 過去の非行歴 3 回以上 42 0.11 0.311 
b. 2 回以上の遵守事項違反 35 0.09 0.287 
c. 保護観察歴あり 65 0.17 0.374 
d. 過去に施設経験あり 33 0.08 0.279 
e. 現在３つ以上の事件が係属中 50 0.13 0.335 
非行歴合計 225 0.58 1.024 
 
2. 家庭状況・養育 
   
a. 不十分な監護 110 0.28 0.451 
b. 子供を統制するのが困難 155 0.40 0.490 
c. 不適切なしつけ 177 0.46 0.499 
d. 一貫性を欠いた養育態度 85 0.22 0.414 
e. 父子間の劣悪な関係 63 0.16 0.369 
f. 母子間の劣悪な関係 40 0.10 0.304 
家庭状況・養育合計 630 1.62 1.468 
 
3. 教育・雇用 
   
a. 教室での破壊的行動 70 0.18 0.385 
b. 学校での破壊的行動 83 0.21 0.410 
c. 成績不良 237 0.61 0.489 
d. 仲間関係の問題 68 0.17 0.380 
e. 対教師の問題 84 0.22 0.412 
f. 無断欠席 217 0.56 0.497 
g. 不就労で仕事を探していない 80 0.21 0.405 
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調査項目 合計 平均値 標準偏差 
教育・雇用合計 839 2.16 1.586 
 
4. 仲間関係 
   
a. 非行をしている知り合いがいる 330 0.85 0.359 
b. 非行をしている友達がいる 321 0.83 0.380 
c. 健全な知り合いがほとんどいない 70 0.18 0.385 
d. 健全な友達がほとんどいない 128 0.33 0.470 
仲間関係合計 849 2.18 1.089 
 
5. 物質乱用 
   
a. 時々薬物を使用 13 0.03 0.180 
b. 薬物を常習 5 0.01 0.113 
c. アルコールを常習 5 0.01 0.113 
d. 物質乱用が社会生活を阻害している 3 0.01 0.088 
e. 物質の使用が犯罪に結びついている 1 0.00 0.051 
物質乱用合計 27 0.07 0.341 
 
6. 余暇・娯楽 
   
a. 集団活動への不参加 325 0.84 0.371 
b. 有意義に時間を過ごしていない 285 0.73 0.443 
c. 興味関心の乏しさ 130 0.33 0.472 
余暇・娯楽合計 740 1.90 1.006 
 
7. 人格行動 
   
a. 誇大な自尊心 24 0.06 0.241 
b. 身体的な攻撃性 175 0.45 0.498 
c. 癇癪を起こす 75 0.19 0.395 
d. 注意力の乏しさ 36 0.09 0.290 
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調査項目 合計 平均値 標準偏差 
e. 欲求不満耐性の乏しさ 198 0.51 0.501 
f.  罪悪感の乏しさ 75 0.19 0.395 
g. 言語的な攻撃性、無作法 89 0.23 0.421 
人格行動合計 672 1.73 1.633 
 
8. 態度・志向 
   
a. 反社会的な態度・犯罪への志向 108 0.28 0.448 
b. 援助を求めない 41 0.11 0.307 
c. 強く援助を拒絶する 3 0.01 0.088 
d. 権威への反発、無視 46 0.12 0.323 
e. 他者への無関心、無感覚 2 0.01 0.072 
態度・志向合計 200 0.51 0.827 
 
YLS/CMI 合計得点 
 
4182 
 
10.75 
 
5.460 
 
 
図 4-1 非行歴領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
非行歴領域得点 
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図 4-2 家庭状況・養育領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-3 教育・雇用領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
 
家庭状況・養育領域得点 家庭状況・養育領域得点 
教育・雇用領域得点 
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図 4-4 仲間関係領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-5 物質乱用領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
 
仲間関係領域得点 
物質乱用領域得点 
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図 4-6 余暇・娯楽領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-7 人格行動領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
余暇・娯楽領域得点 
人格行動領域得点 
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図 4-8 態度・志向領域領域得点のヒストグラム(n=389) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-9 合計得点のヒストグラム(n=389) 
 
合計得点 
態度・志向領域得点 
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図 4-10 カプラン・マイヤー推定法による少年鑑別所再入に関する生存関数 
 
れなくなる。この事からは、非行少年が社会に戻ってからしてからおおむね 2
年半を再犯なく経過すれば、その後も再犯をしなくなることが予想される。 
 
課題 1(非行度の検証) 
 
ここでは、再犯リスクの高い者ほど家庭裁判所の審判では重い処分を受けて
いるかどうか(仮説 1)の検証を試みる。具体的には、家庭裁判所の審判決定で受
けた処分によって、合計得点が異なるかどうかを分析する。 
審判決定毎の合計得点の平均値と標準偏差を表 4-2 に示した。審判決定で一
番人数が多いのは、社会内処遇である保護観察であり 207 名と全体の 53.2％を
占めていた。同じく社会内処遇である試験観察は 72 名であり、保護観察よりも
少なく全体の 18.5%であった。社会内処遇はこの 2 つであり、合計すると 279
 
 
観測期間 
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名と全体の 71.7%を占めていた。一方、施設収容処分である少年院送致では最
も人数が多かった者が少年院送致(一般短期処遇)であり、45 名と全体の 11.6%
を占めていた。次に多かった者は少年院送致(長期処遇)であり、41 名で全体の
10.5%を占めていた。少年院送致(特修短期処遇)は 2 名と数が少なかった(全体の
0.01%)。また、少年院以外の収容処分である児童自立支援施設送致も数が少な
く 2 名であった(全体の 0.01%)。施設収容処分となった者の合計人数は 110 名と
なり全体の 28.3%を占めていた。 
図 4-11 は審判決定毎の YLS/CMI 合計得点を箱ひげ図で表したものである。
箱ひげ図はばらつきのあるデータを視覚的に捉えることができるという性質が
あり、中心にある太い横線が中央値を示している。四角形の上線が第１四分位
点を、四角形の下線が第 3 四分位点を示し、更にその上下にある 2 本の線が最
大値と最小値を示している。保護観察、少年院送致（一般短期処遇）、少年院送
致（長期処遇）と処分が重くなるにつれて合計得点が高くなっていることが見
て取れる。また、試験観察においては保護観察よりはやや合計得点の高い者か
ら、少年院送致(長期処遇)とほぼ同じような合計得点を有する者まで、幅広い範
囲の対象者が取り扱われていることが示された。 
次に、審判決定を外的基準とした YLS/CMI の基準関連妥当性を検討するため
に、合計得点を従属変数、審判決定を独立変数とした分散分析を行った。なお、
少年院送致（特修短期処遇）と児童自立支援施設送致は度数が 2 であり、サン
プルサイズが小さいことからこれらは分析から除外した。分散分析の結果、主
効果が有意となった(F (3,361)=48.962, p<.01)。Tukey の HSD 法で多重比較を
行った結果、保護観察と比べて、少年院送致（一般短期処遇）と少年院送致（長
期処遇処遇）と試験観察の 3 つの処分は有意に合計得点が高かった。また、試
験観察よりも少年院送致（長期処遇）の方が有意に合計得点が高かった(p<.05)。
社会内処遇である保護観察よりも施設内処遇である少年院送致の方が合計得点
が高いことから、重い処分を受けた非行少年の方が合計得点が高いことが示さ
れた。以上から審判で重い処分を受けた非行少年ほど合計得点が高いという仮
説 1 は支持された。なお、試験観察の対象者については、社会内処遇である保
護観察対象者と比べて合計得点が高く、ここで示した施設内処遇では最も重い
少年院送致(長期処遇)よりは合計得点が低いという結果が示された。 
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保護観察 少年院送致  少年院送致  試験観察  少年院送致  その他 児童自立支援施設   
(一般短期処遇) (長期処遇)        (特修短期処遇) 
 
 
表 4-2 審判決定毎の合計得点の平均値と標準偏差(n=389) 
 
審判決定 n 合計得点の平均値 標準偏差 
保護観察 207 8.36 3.879 
少年院送致(特修短期処遇) 2 12.50 0.707 
少年院送致(一般短期処遇) 45 13.62 3.869 
少年院送致(長期処遇)  41 15.88 5.750 
試験観察  72 13.21 5.872 
児童自立支援施設送致  2 14.50 4.950 
その他 20 9.10 6.719 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-11 審判決定毎の合計得点の箱ひげ図(n=389)
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図 4-12 YLS/CMI 原版に基づくリスク群毎に算出したカプラン・マイヤー推定
による生存関数(n=389) 
 
 
課題 2(再犯とリスク段階の関係) 
 
 ここでは YLS/CMI においてより高いリスク群に属する非行少年ほど再犯に
及ぶ確率が高まるかどうか(仮説 2)の検証を試みる。 
生存関数による検証 Hoge & Andrews(2004)による YLS/CMI 原版で使用さ
れている閾値によって群分けを行ったところ、合計得点が 0～8 の低リスク群は
154 名、合計得点が 9～22 の中リスク群は 223 名、合計得点が 23～34 の範囲
にある高リスク群は 12 名となった。合計得点が 35 から 42 の範囲にある最高リ
スク群は 0 名であった。各群の生存関数をカプラン・マイヤー法によって推定
観測期間 
 
 
高リスク
 
中リスク
 
低リスク
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した結果が図 4-12 である。横軸は日数、縦軸は再犯をしなかった非行少年の割
合で、グラフは再犯をしなかった者の割合が時間の経過とともに減少していく
過程を表している。 
各リスク群の生存関数が異なっているかどうかを検証するために、Log rank
検定及び Breslow 検定を行った。この検定は 3 群の生存関数が全て同一である
という帰無仮説を立てて検定を行うものである。分析結果は表 4-3 に示したと
おり 1％水準で有意となり、3 群の生存関数が同一ではないことが示された。青
色は低リスク群で時間が経過しても再犯をしなかった者の割合が他の群に比べ
て減少しにくいことが示されている。赤色は高リスク群で時間の経過とともに
再犯をしなかった者の割合が他の群に比べて急速に減少していくことが示され
ている。緑色は中リスク群で時間の経過に伴う再犯をした者の割合が低リスク
群よりは多く、高リスク群よりは少ないことが示されている。以上から、より
高いリスク群に属する非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高まるという仮説 2 は検
証された。 
 Cox回帰分析による検証 次に回帰分析を用いた分析によって仮説 2 の検証
を試みた。再犯を従属変数、合計得点を独立変数とした回帰分析を行うことで、
高いリスクを有する非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高まるかどうかを検討する。
Cox の比例ハザードモデル(proportional hazard model)を用いて分析を行った
結果を表 4-4 に示した。この手法は、Cox 回帰分析とも呼ばれる分析方法であ
り、一般的な重回帰分析を生存時間のデータを扱えるよう拡張した手法である。
Cox 回帰分析において、従属変数はある瞬間に非行少年が再犯に及ぶ確率を示
しており、独立変数はその確率に影響を与える要因を示している。 
分析では、少年鑑別所入所時の年齢が再犯に与える影響を統制するために、
独立変数に入所時年齢を加えた回帰式を作成した。欧米の研究では、非行少年
は人生で初めて警察に逮捕される年齢である初発逮捕年齢が低いことが再犯の
リスクを増加させるという知見がある(Cottle & Heilbrun, 2001)。また、日本で
も同様に森・花田 (2007)が少年鑑別所に入所する年齢が低い少年ほど再犯リス
クが高いことを明らかにしていることから、独立変数に入所時年齢を投入した
回帰式を作成した。 
結果は、表 4-4 に示したように、入所時年齢のみを投入した回帰式(モデル 1)、 
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表 4-3 リスク群毎の生存関数の等質性についての検定結果 
 
実施した検定の種類 χ２値 df p値 
Log Rank (Mantel-Cox)          48.956 2 .00** 
Breslow 
(Generalized Wilcoxon) 
52.601 2 .00** 
(**p<.01) 
 
表 4-4 入所時年齢と合計得点を独立変数とした Cox 回帰分析 
 
共変量 
モデル 1 モデル 2 モデル 3 
係数 (e 係数) 係数 (e 係数) 係数 (e 係数) 
入所時年齢 -0.330** (.719) ‐ -0.246** (0    .782) 
合計得点 ‐ 0.153** (1.165) 0.149** (1.161) 
-2×対数尤度 776.071 736.404 729.274 
AIC 777.071 737.404 731.274 
(**p<.01) 
 
 
合計得点のみを投入した回帰式(モデル 2)、入所時年齢と合計得点の両方を投入
した回帰式(モデル 3)の何れにおいても、投入した独立変数は 1%水準で有意と
なった。表中の e 係数とは自然対数の底 e を係数で乗じたもので、瞬間再犯確率
を表している。ここで瞬間再犯確率とは、ある時点までに再犯をしなかった非
行少年が次の瞬間に再犯をする確率のことである。モデル 3 の e 係数は 1 歳年齢
が上がるごとに瞬間再犯確率が 0.782 倍になることを示している。これは 1 よ
り小さいので年齢が高い非行少年ほど再犯の確率が低くなると言える。一方、
合計得点は、得点が 1 上がる都度、瞬間再犯確率は 1.16 倍になることが示され
た。これによって合計得点が高い非行少年ほど再犯に及ぶ確率が高くなること
が示され、この分析によっても仮説 2 は支持された。 
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課題 3(より正確なリスク段階の設定) 
 
課題 2 で用いた群分けの基準は Hoge & Andrews (2004)がカナダ人のサンプ
ルをもとに作成した基準であるが、これがそのまま日本人に適用できるかどう
かの検討は、これまで行われてこなかった。Hoge & Andrews (2004)の基準に
よれば対象者は低リスク、中リスク、高リスク、最高リスクの 4 群に分けられ
るが、本研究の対象者には最高リスクに属する者はいなかった。このことは、
原版そのままの閾値を用いるのではなく、今回の調査で得られたデータに合っ
た閾値の設定を行うことが必要であることを示唆している。そこで、課題 3 と
して再犯率の異なるグループを弁別するために、YLS/CMI の得点を用いて我が
国の非行少年の実態により則した群分けを行うことを試みた。 
図 4-13 は決定木による分析を実施して対象者を群分けしたものである。決定
木は、再犯率を指標として探索的に群分けを行う手法である。決定木は、対象
者の合計得点について分岐ルールを作り、分岐構造を積み重ね、再犯の可能性
の高い群から低い群まで最適な予測を与えるように分割していくことで予測を
実現する。結果として、再犯率の異なる 4 つの群が抽出された。最も再犯率の
低い群は合計得点が 6 以下の者で、この群では 5%(93 名中 5 名)が再犯をしただ
けであったことから、これを最低リスク群と命名した。これよりも再犯率が高
い群は合計得点が 7 点以上 14 点以下の者で、16%(209 名中 33 名)が再犯をして
おり、低リスク群と命名した。さらにこれよりも再犯率が高い群は、合計得点
が 15 点以上 24 点以下の者で、34%(79 名中 27 名)が再犯をしており、中リスク
群と命名した。最も再犯率が高い群は合計得点が 25 点以上の者で、100%(8 名
中 8 名)が再犯をしており、高リスク群と命名した。評価された再犯率は合計得
点が 24 点と 25 点を境にして、34％から 100%へと急な増加を示すという特徴
が見られた。この結果をもとに、我が国の非行少年について合計得点と再犯率
の関係を示したものが表 4-5 である。この表は少年司法、矯正に携わる実務家
が少年たちの再犯リスクを評価するのに役立つと考えられる。 
対象者について、今回抽出された閾値を用いて分類した 4 つのリスク群につ
いてカプラン・マイヤー法で求めた生存関数を図 4-14 に示した。これを見ると
リスクが高い群になればなるほど時間的に早く、多くの対象者が再犯をしてい 
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 YLS/CMI合計得点が14.5以上YLS/CMI合計得点が14.5未満
YLS/CMI合計得点が24.5未満 YLS/CMI合計得点が24.5以上
YLS/CMI合計得点が6.5以上YLS/CMI合計得点が6.5未満
最低リスク
93名中5名再犯
再犯率0.05
低リスク
209名中33名再犯
再犯率0.16
中リスク
79名中27名再犯
再犯率0.34
高リスク
8名中8名再犯
再犯率0.05
 
図 4-13 決定木を用いた再犯リスク群の分類(n=389) 
 
 
ることが示された。これら 4 つのリスク群の生存関数について Log rank 検定及
び Breslow 検定によって等質性の検定を行った結果が表 4-6 である。いずれの
検定結果も 1％水準で有意であり、各リスク群の生存関数は有意に異なることが
確認された。以上に示した分析の結果、日本の非行少年により合った 4 つの異
なる群分けの閾値を得ることができたと言えよう。 
 
課題 4(少年院処遇の効果検証) 
 
ここでは、少年院で施設内処遇を受けた少年(少年院処遇群)とそうでない少年
(社会内処遇群)の間で再犯率に違いがあるかどうかを比較し、これによって少年
院処遇に効果があるかどうかを再犯リスクの観点から検討する。 
表 4-7 は全体対象者中の少年院送致人数、再犯人員、再犯割合を示したもの
である。この表に見られるように少年院に送致された人数は全体の 23.1％であ 
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表 4-5 再犯評価のためのリスク表 
合計得点 20 歳までの再犯率 
1 
 
 5% 
2 
3 
4 
5 
6 
7 
8 
16% 
9 
10 
11 
 
12 
 
13 
14 
15 
34% 
16 
17 
18 
19 
20 
21 
22 
23 
24 
25 
100% 
26 
27 
28 
29 
30 
31 
32 
33 
34 
35 
36 
37 
38 
39 
40 
41 
42 
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表 4-6 決定木によって抽出されたリスク群毎の生存関数の等質性 
についての検定結果 
 
実施した検定の種類 χ２値 df p値 
Log Rank (Mantel-Cox)          117.815 3 .00** 
Breslow 
(Generalized Wilcoxon) 
117.241 3 
.00** 
 
(**p<.01) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-14 決定木によって抽出された再犯リスク群毎に算出したカプラン・マイ
ヤー推定による生存関数(n=389) 
 
観測期間 
 
 
最低リスク 
低リスク 
中リスク 
高リスク 
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った。少年院送致群と社会内処遇群の再犯率を比較するため、群毎にカプラン・
マイヤー推定を行い、生存関数を求めたものが図 4-15 である。これらに対して
行った Log rank 検定及び Breslow 検定はともに有意ではなく(表 4-8)、両群の
再犯率には有意な違いが見られなかった。 
この結果は、少年院に送致しても、少年院に送致しなくても、その後の少年
の行動に差がなかったことを示しているが、既に述べたように、両群では元々
再犯リスクが異なるので、これを考慮に入れると、むしろ、再犯リスクの高い
少年を収容しているにもかかわらず、少年院はその処遇によって彼らの再犯率
を低下させたとも言えるかもしれない。この可能性を検討するのが以下の分析
の目的である。 
今行ったように、全対象者を単純に少年院処遇と社会内処遇に分けて比較し
ても、元々再犯リスクの高い少年が少年院に送致されているので、この単純な
比較によって少年院処遇の効果を明らかにすることはできないであろう。そこ
で、合計得点によって対象者をリスクの違いによって群分けし、それぞれの群
内で少年処遇を受けた少年とそうでない少年を比較することを試みた。同程度
のリスクの者たちの間で少年院処遇を受けた少年がそうでない少年よりも再犯
率が低いことが確認されるなら、それは処遇効果を示すものであると結論付け
ることができるであろう。 
全体対象者を課題 3 同様、合計得点によって 4 群(最低リスク、低リスク、中
リスク、高リスク)に分けて、それぞれにおいて少年院送致少年と社会内処遇少
年の比較を試みた。表 4-9 は各リスク群の少年を少年院に送致された者とそう
でない者に分け、人数、再犯人数、再犯率を示したものである。各群において
少年院送致少年と社会内処遇少年の生存関数をカプラン・マイヤー推定によっ
て求めたものが、図 4-16、図 4-17、図 4-18、図 4-19 である。これらの生存関
数の等質性を Log rank 検定及び Breslow 検定によって調べた結果(表 4-10)、中
リスク群においてのみ有意差が見られた。図 4-18 に見られるように、この群に
おいては少年院送致群の方が社会内処遇群よりも再犯率が低下していた。他の
群においては、少年院送致少年と社会内処遇少年の生存関数に有意な差は認め
られなかった。 
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課題 5(各領域が再犯に与える影響の分析) 
 
 ここでは、YLS/CMIの8つの下位領域について、各領域が再犯に与える影響が
異なるかどうかを検討する。分析では、全対象者を使い、再犯の有無を従属変
数、YLS/CMIの各領域得点(非行歴、家庭状況・養育、教育・雇用、仲間関係、
物質乱用、余暇・娯楽、人格・行動、態度・志向)を独立変数に投入して各領域
得点が再犯に与える影響を検討した。 
分析にはこれまでと同様にCox回帰分析を用い、以下に述べるような4種類の
モデルについて分析した結果を表4-11に示した。何れの分析においても、再犯
に影響を及ぼすと考えられることから、入所時年齢をモデルに含めた。モデル1
においては各領域が個々に再犯に与える影響を評価するため入所時年齢と8つ
の領域得点を一括投入して分析した。モデル2においては、静的リスク要因が単
独で再犯に与える影響を評価するために入所時年齢と静的リスク要因である領
域1.非行歴を投入して分析した。モデル3においては、動的リスク要因が単独で
再犯に与える影響を評価するため、入所時年齢に加えて動的リスク要因である
その他の領域、すなわち、2.家庭状況・養育、3.教育・雇用、4.仲間関係、5.物
質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・志向を投入した。モデル4では、
全領域の領域得点を投入し、変数増加法により当てはまりのよいモデルを探索
する分析を行った。 
モデル1では、入所時年齢の負の効果、1.非行歴、2.家庭状況・養育、3.教育・
雇用は正の効果が有意だった。入所時年齢の瞬間再犯確率は0.780倍だったが、
これは少年鑑別所入所時の年齢が上がれば上がるほど再犯する確率が減ってい
くことを示している。、1.非行歴は1.270倍、2.家庭状況・養育は1.248倍、3.教
育・雇用の瞬間再犯確率は1.261倍であり、これらは再犯を促す要因であること
を示している。4.仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・
志向の5領域は単独では再犯に有意な影響を与えていなかった。課題2で分析し
たように合計得点は再犯に有意な影響を及ぼすものの、各領域別に見た場合に
は、必ずしも全ての領域が再犯に有意な影響を与えるわけではないことが示さ
れた。 
モデル 2 では、投入した変数全て、すなわち、入所時年齢の負の効果、1.非行
87 
 
歴の正の効果が有意だった。入所時年齢の瞬間再犯確率は 0.697 倍であり、少
年鑑別所入所時の年齢が上がれば上がるほど再犯する確率が減っていくことを
示している。1.非行歴は瞬間再犯確率が 1.467 倍であり、静的リスク要因である
1.非行歴は単独で再犯を促す要因であることを示している。 
モデル 3 では、入所時年齢の負の効果、2.家庭状況・養育、3.教育・雇用の正
の効果の正の効果が有意となった。入所時年齢の瞬間再犯確率は 0.809 倍であ
り、少年鑑別所入所時の年齢が上がれば上がるほど再犯する確率が減っていく
ことが示された。2.家庭状況・養育の瞬間再犯確率は 1.264 倍、3.教育・雇用は
1.288 倍となり、これらがそれぞれ再犯を促す要因であることが示された。4.
仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・志向の 5 つの領
域については再犯に有意な影響を与えていなかった。動的リスク要因のみを分
析に投入した場合でも、単独では再犯に有意な影響を与えない領域があること
が示された。 
モデル 4 では、入所時年齢の負の効果、1.非行歴、2.家庭状況・養育、3.教育・
雇用の正の効果が有意となった。入所時年齢の瞬間再犯確率は 0.804 倍となり、
少年鑑別所入所時の年齢が上がれば上がるほど再犯する確率が減っていくこと
が示された。1.非行歴の瞬間再犯確率は 1.314 倍、2.家庭状況・養育は 1.322 倍、
3.教育・雇用は 1.311 倍となり、これらが再犯を促す要因であることが示された。 
モデル 2 において有意となった静的リスク要因である 1.非行歴とモデル 3 に
おいて有意となった動的リスク要因である 2.家庭状況・養育、3.教育・雇用が、
再犯に影響を与える要因としてモデルに選択された。 
以上の 4 つのモデルについて、AIC(赤池情報量基準)を見てみると、モデル 4
が最もモデルの当てはまりが良いことが示された。 
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観測
 
表 4-7 少年院送致人数と再犯人数及び再犯の割合 
 
少年院送致の有無 n 再犯の人数 再犯の割合 
なし 299 56 18.7% 
あり 90 17 18.9% 
合計 389 73 18.8% 
 
 
表 4-8 少年院送致の有無で群分けした生存関数の等質性についての検定結果 
 
実施した検定の種類 χ２値 df p値 
Log Rank (Mantel-Cox)          1.144 1 .29 
Breslow(Generalized 
Wilcoxon) 
0.547 1 .46 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-15 少年院送致の有無で群分けした群毎に算出したカプラン・マイヤー推
定による生存関数(n=389) 
観測期間 
社会内処遇群 
少年院送致群 
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表 4-9 各リスク群毎の少年院送致人数と再犯人数及び再犯の割合 
 
リスク群 少年院送致の有無 n 再犯の人数 再犯の割合 
最低リスク なし 88 5 5.7% 
 あり 5 0 0.0% 
 合計 93 5 5.4% 
低リスク なし 168 26 15.5% 
 あり 41 7 17.1% 
 合計 209 33 15.8% 
中リスク なし 37 19 41.4% 
 あり 42 8 19.0% 
 合計 79 27 34.2% 
高リスク なし 6 6 100.0% 
 あり 2 2 100.0% 
 合計 8 8 100.0% 
 
表4-10 各リスク群において少年院送致の有無で群分けした生存関数の等質性
についての検定結果 
 
リスク群 実施した検定の種類 χ２値 df p値 
最低リスク Log Rank (Mantel-Cox)          0.093 1 .761   
Breslow (Generalized Wilcoxon)  0.086 1 .770  
低リスク Log Rank (Mantel-Cox)          0.902 1 .342  
Breslow (Generalized Wilcoxon)  0.222 1 .637  
中リスク Log Rank (Mantel-Cox)          4.984 1 .026* 
Breslow (Generalized Wilcoxon) 5.398 1 .020* 
高リスク Log Rank (Mantel-Cox)          0.017 1 .896  
Breslow (Generalized Wilcoxon)  0.098 1 .755  
(*p<.05) 
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観 
  
  
 
 
 
 
 
 
 
 
  
 
 
図 4-16 最低リスク群において、少年院送致の有無で群分けした群毎に算出し
たカプラン・マイヤー推定による生存関数(n=93) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-17 低リスク群において少年院送致の有無で群分けした群毎に算出したカ
プラン・マイヤー推定による生存関数(n=209) 
観測期間 
観測期間 
  
 
 
社会内処遇群 
少年院送致群 
社会内処遇群 
少年院送致群 
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図 4-18 中リスク群において少年院送致の有無で群分けした群毎に算出したカ
プラン・マイヤー推定による生存関数(n=79) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 4-19 高リスク群において少年院送致の有無で群分けした群毎に算出したカ
プラン・マイヤー推定による生存関数(n=8) 
観測期間 
 
 
社会内処遇群 
少年院送致群 
社会内処遇群 
少年院送致群 
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表 4-11 YLS/CMI の下位領域年齢と年齢を独立変数とした Cox 回帰分析 
 
共変量 
モデル 1 モデル 2 モデル 3 モデル 4 
係数  
(e 係数) 
係数  
(e 係数) 
係数  
(e 係数) 
係数  
(e 係数) 
入所時年齢 -0.248** 
(0.780) 
-0.361** 
(0.697) 
-0.212*  
(0.809) 
-0.218* 
(0.804) 
1.非行歴 0.239*  
(1.270) 
0.383** 
(1.467) 
‐ 
0.273** 
(1.314) 
2.家庭状況・養育  0.222*  
(1.248) 
‐ 
0.235*  
(1.264) 
0.279** 
(1.322) 
3.教育・雇用 0.232** 
(1.261) 
‐ 
0.253** 
(1.288) 
0.271** 
(1.311) 
4.仲間関係 0.085 
(1.089) 
‐ 
0.131  
(1.140) 
‐ 
5.物質乱用 -0.213  
(0.808) 
‐ 
-0.226  
(0.798) 
‐ 
6.余暇・娯楽 0.200  
(1.221) 
‐ 
0.184  
(1.202) 
‐ 
7.人格・行動 -0.015  
(0.986) 
‐ 
-0.010  
(0.990) 
‐ 
8.態度・志向 0.224 
(1.252) 
‐ 
0.230  
(1.258) 
‐ 
-2×対数尤度 723.477 763.197 727.606 729.369 
AIC 741.477 767.197 743.606 737.369 
 
(*p<.05  **p<.01) 
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第 5 章 
 
考 察 
 
 
 
本研究では、犯罪リスク・アセスメントが犯罪者を処遇していく上で必須で
あるという前提に基づき、我が国の非行少年について科学的根拠に基づく犯罪
リスク・アセスメントを行うことを目的として、カナダのリスク・アセスメン
ト・ツールである YLS/CMI の日本語版を作成した。そして、5 つの課題を設定
し第 3 章で作成したリスク・アセスメント・ツールを用いて非行少年のリスク
得点を測定し、追跡調査を実施して検討を行った。本章ではこの 5 つの課題の
検討結果について考察を行い、今後このリスク・アセスメント・ツールを我が
国の少年保護法制の中でどのように活用することが可能であるか検討する。 
 
 
第 1 節 非行性の検証について 
 
 
審判決定と再犯リスク 
 
 課題 1 では非行性の検証として、再犯リスクの高い者ほど家庭裁判所の審判
決定で重い処分を受けているかどうか(仮説 1)を検討した。この課題は審判決定
毎の合計得点の違いを分析することによって検討された。その結果、社会内処
遇である保護観察よりも施設内処遇である少年院送致の合計得点が高いことか
ら、重い処分を受けた非行少年ほど合計得点が高いことが示された。以上から
審判で重い処分を受けた非行少年ほど合計得点が高いという仮説 1 は支持され
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た。この結果は、家庭裁判所の審判決定を外的基準とした YLS/CMI の基準関連
妥当性が確認されたことを示している。また、再犯リスクが家庭裁判所の審判
決定において重要な要因になっていることが明らかになったとも言える。そし
て、再犯リスクが家庭裁判所の審判決定に大きな影響を与えていることは、少
年審判において犯罪者の社会的危険性の評価が考慮されていることを示してい
る。再犯リスクが高い、すなわち、そのまま社会内に戻った場合に再び犯罪に
及び、被害者を増やしてしまう可能性が高いと考えられる場合には、施設収容
という身柄拘束を伴うより重い処分が選択されやすくなっているものと考えら
れる。 
 
非行事実及び要保護性との関連 
 
合計得点と審判決定の間には強い関連が示されたが、家庭裁判所の審判決定
が決められる際に検討される内容と合計得点が測定しているものは同一ではな
い。合計得点は、対象となる非行少年の再犯リスクを測定しているが、一方、
家庭裁判所の審判決定は、再犯リスクのみによって決められるわけではない。
審判決定に際して考慮される要因は犯罪、触法及びぐ犯の何れかに該当する事
実(以下、「非行事実」という)と要保護性の 2 つとされる。 
要保護性は、現在、法律学上の通説では犯罪的危険性、矯正可能性、保護相
当性の 3 概念を含むとされる(裁判所職員総合研修所, 2012)。犯罪的危険性は累
非行性とも呼ばれる再犯の可能性を示す概念である。矯正可能性は、保護処分
による矯正教育を施すことによってその犯罪的危険性を除去できる見込みない
し可能性を示す概念である。保護相当性は、保護処分による保護が当該少年に
対して最も有効適切な処遇であるかどうかその程度を示す概念である。以下に
これらの要因と YLS/CMI 合計得点の関係について検討する。 
非行事実と YLS/CMI 非行事実は裁判官によって認定されるものであり、その
認定は裁判官が非行事実の存否や手続き上の問題などを検討する法的調査の一
環とも言えるが、保護的教育的な処遇を行う前提となるので、適切な処遇決定
のために必要であると共に、少年の人権保障、少年審判手続きに対する一般市
民の信頼確保のためにも重要とされる(廣瀬, 2002)。このような審判手続きにお
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ける事実認定機能には YLS/CMI は寄与するところがほとんどない。 
ただし、認定された非行事実の内容が YLS/CMI の査定に影響を与えることは
ある。YLS/CMI は非行少年が行った事案の内容については、原則として査定の
対象とはしていないが、7.人格・行動領域の b. 身体的な攻撃性では、事件の内
容が暴行、傷害事件では「該当あり」とされ、ここでは非行少年の事件での行
動が YLS/CMI を用いた査定に反映されることになる。 
もっとも、これは非行少年の再犯リスクを高める要因となる行動傾向を査定
するために非行事実を参照しているわけであり、非行事実の性質が YLS/CMI
の査定に直接影響を与えているのとは意味合いが異なることに留意したい。例
えば、殺人のような重大事案を犯した非行少年であっても、その非行事実があ
ることそれ自体で合計得点が高くなるということはない。重大事件を犯した非
行少年を YLS/CMI によって査定した場合に合計得点が低くなる、すなわち、低
リスクであると判断される場合が出てくることも十分に考えられる。具体的に
は、これまでにさほどの非行歴もなく、家庭的にも目立った負因がなく、不良
仲間との関わりもないような少年が、突発的に殺人事件を起こしたケースでは、
事案の重大性が著しいことに比べて、再犯リスクは低いと査定されるであろう。
一方で、殺人という重大な事案を犯せば、少年法第 20 条第 2 項「故意の犯罪行
為により被害者を死亡させた罪の事件であつて、その罪を犯すとき 16 歳以上の
少年に係るものについては、同項の決定をしなければならない」の規定により、
原則として検察官送致の処分決定すなわち、成人同様の刑事事件手続きに移行
させる決定がなされる。 
このように少年の起こした犯罪が重大な事案であっても、YLS/CMI では低リ
スクという査定結果になる場合があることから、YLS/CMI と非行臨床実務家の
処分に関する判断には相違が生じることがある。しかし、それは問題となるも
のではない。なぜならば YLS/CMI が査定しているものは、あくまでも再犯リス
クであり、事案の重大性とは別のものである。重大な事件を犯したことと、そ
の非行少年が再び犯罪を行うかどうかは異なる問題である。YLS/CMI は、非行
少年が不安定な家庭環境の下で反社会的態度を形成し、不良仲間との交遊を深
め、学校や職場を放棄し、時として違法薬物に手を染めていくといった過程を
経て、非行深度を深めていくような非行少年を再犯リスクが高いと査定する。
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こうした非行歴の積み重ねによって非行深度を深めていく過程を経ないまま、
重大事件を起こした場合には、再犯リスクそのものは低いと判断されることは
妥当であろう。YLS/CMI は非行事実が軽微であるか、あるいは重大であるかに
は影響されることなく、再犯リスクを測定しているのである。 
犯罪的危険性と YLS/CMI YLS/CMI は再犯リスクの査定を行うために構成さ
れているので、その合計得点は理論的には犯罪的危険性(累非行性)のみを査定し
ていることになる(図 5-1)。このように YLS/CMI が査定しているのは審判決定
の際に考慮される要因の内の一部分であるにもかかわらず、合計得点が審判決
定と強い関連を持つことが示されたことは、審判決定において YLS/CMI が測定
している 8 つの領域が重要な要素になっていることを示している。裁判官によ
る審判決定という意思決定では、その過程で家庭裁判所の調査官による社会調
査や少年鑑別所の法務技官による資質鑑別という専門家による詳細な非行度の
調査、分析結果が強く影響しているので、そのような非行臨床に関わっている
実務家が判断に用いている情報が YLS/CMI によって査定される内容と強く関
連しているのであろう。仮説 1 が検証されたことから、YLS/CMI が非行臨床の
実務において非行少年を査定する際に用いられている有用な情報を捉えている
ことが確認されたとも言える。 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図 5-1 少年審判の対象と合計得点の関係 
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矯正可能性と YLS/CMI 次に、矯正可能性と YLS/CMI の関係について考察す 
る。矯正可能性は、保護処分による矯正教育を施すことによってその犯罪的危
険性を除去できる見込みないし可能性を示す概念である。YLS/CMI の 8 領域の
内で、2.家庭状況・養育、3.教育・雇用、4.仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯
楽、7.人格・行動、8.態度・志向の 7 領域は後から処遇や教育によって変えるこ
とのできる動的リスク要因である。したがって、この 7 領域は非行少年の矯正
可能な領域を示しているわけであるから、非行少年の矯正可能性について査定
していると考えることができる。 
課題 5 ではモデル 3 として、1. 非行歴を除き、入所時年齢と動的リスク要因
である 2.家庭状況・養育、3.教育・雇用、4.仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯
楽、7.人格・行動、8.態度・志向のみを投入した分析を行った。その結果、2.家
庭状況・養育と 3.教育・雇用は再犯に有意な影響を与えたものの、その他の 4.
仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・志向の 5 領域は
再犯に有意な影響を与えていなかった。しかしながら、これらの有意にならな
かった領域もすべて含めた合計得点は再犯に有意な影響を与えていた。このこ
とから、これらの領域に働きかけることで非行少年の再犯を抑制することが可
能であることも示唆されている。 
さて、先にも述べたように少年審判における矯正可能性は、少年保護事件手
続きの範囲内で矯正教育によって非行少年が更生し得る可能性を示す概念であ
る。犯罪性が特に強く、少年院における矯正教育ではもはや犯罪性を除去する
ことが困難と考えられれば、矯正可能性は極めて乏しいと判断され、成人の刑
事事件手続きに取り扱いを移行することが妥当となる。少年審判の実務におい
てはやくざの世界にどっぷりとつかっているような犯罪性の強い者で個別的教
育によっても改善の見込みのない者などは、矯正効果が期待できないと判断さ
れる(裁判所職員総合研修所, 2012)。また、少年院に 3 度、4 度と繰り返し入り、
矯正教育を受けてもなお再犯をしてきた場合には、少年院における矯正教育に
よる改善更生はもはや限界に来ていると考えられよう。 
その一方で、YLS/CMI では合計得点が高くなっても、それがそのまま処遇に
よって改善がもはや不可能であることを意味するわけではない。前述の「やく
ざの世界にとっぷりとつかっているような犯罪性の高い者」であっても、その
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者がどういった犯因論的リスク要因を持っているかを査定し、それによって再
犯の可能性がどの程度高いかに関する情報を YLS/CMI は提供する。そして、そ
の犯因論的リスク要因に含まれる動的リスク要因を改善させていけば、再犯の
可能性が低減するとしている。すなわち、YLS/CMI は少年の矯正が可能な資質
面と環境面のリストを提示しているのであるから、矯正が不可能であるという
考え方とは相容れない。それゆえ、YLS/CMI は刑事事件手続きに移行するかど
うかという判断に資する情報は基本的には提供しないことになる。 
なお、課題 3 の分析では、再犯率が 100%となった 8 名の高リスク群として抽
出された。そして、このような非行少年は資質面と環境面共に問題性が大きく、
矯正教育による改善が困難であることも示されている。もちろん、こうした対
象者についても、犯因論的リスク要因を低減させることで更生させることが理
論的には可能と考えられるが、現状の矯正処遇の技術の限界から、このように
合計得点が著しく高い少数の者については、実質的には矯正可能性が乏しいと
いう判断材料を YLS/CMI は提供しているとも言える。合計得点が高いからと言
って矯正可能性がないという判断を安易に下すべきではないが、本研究で抽出
された高リスク群に該当するような非行少年については、少年審判の際に矯正
可能性の低さについて実証的な根拠がある資料を提供している面もあると言え
る。 
保護相当性と YLS/CMI 最後に保護相当性とYLS/CMIの関係について考察す
る。保護相当性は、保護処分による保護が当該少年に対して最も有効適切な処
遇であるかどうかその程度を示す概念である。この保護相当性は犯罪事実の軽
重やその社会的影響を少年審判の決定に影響させることを理論的に正当化する
ものである(澤登, 2011)。犯罪的危険性(累非行性)が少なく、保護処分によって
改善可能と認められる(矯正可能性がある)場合であっても、非行少年が犯した事
案が重大である時には、保護相当性は低い。すなわち、この場合には、社会全
般の応報感情等に照らして刑事事件手続きによって刑罰を科す必要性があると
判断される。例えば、殺人、放火、強盗、強姦といった重大な犯罪の場合には、
保護処分をするよりもむしろ刑事責任を問い、その罪責を明らかにすることが
社会の法感情や被害感情にかない、少年自身にとって最も有効な保護手段であ
ると考えられる場合がある(裁判所職員総合研修所, 2012)。この視点については、
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YLS/CMI は特段の情報を提供しないと考えられる。なぜならば、YLS/CMI は
非行少年自身の資質面と環境を査定するものであって、当該少年の事件につい
て社会的な法感情や応報観念を査定しているわけではないからである。非行少
年が犯した事件を社会的に見て刑事事件として取り扱う必要があるかどうかと
いったことに関する査定を行っていない以上、YLS/CMI は保護相当性の判断に
は寄与しないと考えられる。以上の考察を表 5-1 にまとめた。 
 
表 5-1 少年審判の対象と YLS/CMI の尺度得点の関係 
 
少年審判の対象 YLS/CMI の尺度得点との関係 
非行事実 非行事実の内容については原則、査
定しておらず、事案の軽重は考慮せず
に再犯リスクを査定する。 
 
犯罪的危険性(累非行性) YLS/CMI が査定しているものと一
致する。 
 
矯正可能性 YLS/CMI は非行少年の矯正可能な
資質面と環境面を示す一方で、少年保
護事件手続きの範囲内で矯正可能かど
うかの査定は行っていない。 
なお、一部の高リスク群に属する非
行少年については予測される再犯率の
高さから、現在の処遇技術では改善更
生が困難という情報を提供する。 
 
保護相当性 YLS/CMI は保護相当性については査
定していない。 
 
100 
 
第 2 節 再犯とリスク段階の関係について 
 
 
予測的妥当性について 
 
課題2ではYLS/CMIにおいてより高いリスク群と判定された非行少年ほど再
犯に及ぶ確率が高いかどうか(仮説 2)を検証した。YLS/CMI 原版で使用されて
いる閾値による群分けでは、低リスク群、中リスク群、高リスク群の順に再犯
率が高くなっていることが示された。加えて、Cox 回帰分析による分析では合
計得点が再犯に有意な影響を与えていることが示され、仮説 2 は支持された。
この結果は、YLS/CMI を用いることで再犯を統計的な根拠を持って予測するこ
とができることを意味している。 
先に述べたように少年審判では要保護性を構成する一つの要素として犯罪的
危険性(累非行性)、すなわち、再犯リスクを査定することが重要になる。Andrews 
et al. (2006)が第１世代犯罪リスク・アセスメントと呼ぶ方法は、再犯リスクを
臨床家が非構造的な面接や心理テストを経験的に解釈して査定するやり方であ
った。我が国では少年鑑別所における資質鑑別や家庭裁判所における社会調査
等ではこの第１世代の方法で行われてきたが、欧米の研究では、この方法は主
観的で統計的な根拠に基づいた査定の仕方と比べて予測的妥当性が低いことが
指摘されている(Grove et al., 2000)。 
そうした中で、本研究で予測的妥当性が確認された YLS/CMI を資質鑑別や社
会調査に用いることによって、第 1 世代と比べてより正確で、実証的な根拠を
もった再犯リスクの査定を行うことが可能となるであろう。再犯リスクの高さ
は、先に述べたように犯罪者の社会的危険性に直結する事柄であり、それゆえ
より人権の制限が伴う施設収容処分の選択において判断の根拠とされるべきも
のである。したがって、その査定にあたってはより妥当性の担保された方法で
行うことが望ましいと考えられ、この点から少年審判において YLS/CMI を使用
する意義があると言える。 
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再犯リスクとリスク原則 
 
 犯罪者の再犯リスクの査定は、犯罪者の社会的な危険性を考慮して処分を決
定する際に重要であるだけではなく、処遇によって犯罪者の更生を支援し、再
犯を防止するためにも重要である。Andrews & Bonta (2010)のリスク原則では、
犯罪者処遇においては、再犯リスクの高い犯罪者には高密度処遇を、低い犯罪
者には低密度処遇を行わねばならないとされる。低リスク者には社会内資源を
活用した軽度の介入を、高リスク者には施設内の集中治療プログラムを施行す
るというものであり、この原則を守らないと処遇効果が無効、さらには逆効果
となることがあるとされる。その理由として、低リスクの犯罪者を高リスクの
犯罪者に接触させることで悪風感染を起こす可能性があること、制限の厳しい
集中治療プログラムに配置されることで低リスクの犯罪者を低リスクたらしめ
ている遵法的態度や社会資源を破壊してしまう恐れがあること、処遇における
集団編成において、心理的諸機能は低いがリスクも低い犯罪者が抜け目のない
高リスクの捕食者的な犯罪者に牛耳られ、本来の治療効果が妨げられてしまう
ことが指摘されている(Lowenkamp & Latessa, 2004)。 
したがって、犯罪者の再犯防止に向けた処遇をする際には再犯リスクを正確
に査定し、再犯リスクの程度に応じた処遇選択を行うことが必須となる。臨床
家の非構造化面接及び心理テスト等を用いた経験的な査定よりも、実証的な根
拠を持つリスク・アセスメント・ツールを用いた査定の方がより正確であるこ
とは先に述べたとおりである。課題 2 の検討において、YLS/CMI が我が国の少
年鑑別所に収容された非行少年の再犯可能性を有意に予測したことは、これを
用いて再犯リスクの査定を行うことに対して科学的根拠を与えるものと言えよ
う。リスク原則の観点から YLS/CMI を非行臨床の現場で使用することは、臨床
家にとって有益な情報をもたらすと考えられる。 
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第 3 節 より正確なリスク段階の設定について 
 
 
抽出されたリスク段階の意義 
 
課題 3 では、邦訳した YLS/CMI が我が国の非行少年の実態により則したもの
になるよう、合計得点によって、原版のものよりも精度の高い再犯予測を可能
にする群分けが可能かどうかを検討した。その結果、原版の群分けとは異なっ
て、再犯率が 5％の最低リスク群、16%の低リスク群、34%の中リスク群、100%
の高リスク群が見出された。 
YLS/CMI の原版では 4 つのリスク段階が設定されていたが、これに従うと、
最高リスク段階に区分される非行少年は今回の調査対象者の中には存在しなか
った。このことは YLS/CMI の原版で Hoge & Andrews (2004)が設定した閾値
は、日本の非行少年には十分に対応していないことを意味している。今回、日
本のデータを元に抽出された新しい 4 つのリスク段階には、何れの区分にも非
行少年が割り振られており、また、それらの間には再犯率について有意な違い
が見られていることから、この課題 3 の分析によって日本の非行少年により対
応した閾値を得ることができたと考えられる。この閾値を用いることで、少年
審判に携わる専門家は YLS/CMI 合計得点を元に、自分が担当する非行少年がど
の程度の再犯リスクを有しているかを容易に判断することが可能となる。すな
わち、非行少年の審判決定等の処分を決める際に、これを非行少年の社会的危
険性の程度及び再犯防止に必要とされる処遇の密度に関する実証的根拠のある
資料として活用できると考えられる。 
 
各リスク段階の非行少年像 
 
YLS/CMI の各リスク段階に該当する非行少年は、どのような性質を有する非
行少年なのかを以下に考察する。まず、最低リスクに該当する非行少年である
が、この群に属する非行少年は合計得点が相当に低いことから静的リスク要因
も動的リスク要因もほとんど有していない非行少年である。犯罪へと方向づけ
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るような要因がほとんどなく、再犯率も 5%と低いことからいわば偶発的な、あ
るいは機会的な状況要因に大きく依存して犯罪が引き起こされ、その結果、少
年鑑別所に入所してきた群ではないかと推察される。 
次に、低リスク群であるが、この群に該当する非行少年は最低リスク群に比べ
て、家庭環境が不良である、非行仲間との接触が見られる、不良文化の価値観
や行動様式にやや親和してきている等の傾向が多少とも強く顕在化してきてい
ることがうかがわれる。しかしながら、全体の再犯率が 34％であるのに比べて
低リスク群の再犯率は 16％と低い水準にあることから、著しい資質面の偏りや
積極的に社会に背を向けていく姿勢はそれほど強くない非行少年であると考え
られる。例えば、思春期の不良文化への短期的な接触を背景に、一過性的な逸
脱を起こした非行少年がこの群に該当しているのではないかと推察される。 
中リスク群は 34%の再犯率となった群であるが、これは今回、調査対象とな
った非行少年全体の再犯率にほぼ等しいことから、少年鑑別所に入所してくる
非行少年としては標準的なリスクの高さを持つ群と言えよう。中リスク群の少
年像としては不安定な家庭環境や不良仲間との結びつき等の問題、反社会的な
物事の考え方や行動傾向といったものが少なからず認められ、今後の再犯につ
いては楽観的に捉えることの許されない状態にあると考えられよう。 
最後に高リスク群は、再犯率が 100%となった群である。高リスク群に属する
非行少年に想定される少年像は、家庭環境の問題が大きく、過去の非行歴も多
く、不良文化との接触に伴い資質面の偏りが大きく、罪悪感に欠けるといった
反社会的傾向が顕著なものである。YLS/CMI の 8 領域に多く該当していること
から、こうした非行少年の再犯リスクが高いことは臨床的にも了解できよう。
ただし、この群に該当する非行少年は 8 名しかいなかった。こういった高リス
クの非行少年はそもそもあまり数が多くないということが推察されるが、この
群の再犯リスクについての妥当性を高めるためには今後、サンプルサイズを増
やして再検討する必要があると思われる。 
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第 4 節 少年院処遇の効果検証について 
 
 
全対象者を用いた処遇効果検証 
 
課題 4では社会内処遇群と少年院での施設内処遇群について再犯率を比較し、
少年院処遇の効果を検討した。最初に少年院送致群と社会内処遇群の再犯率を
比較したところ両群の再犯率には違いが見られなかった。この結果は、少年院
に送致しても、少年院送致をしなくても再犯率が変わらないということである
から、一見すると少年院で行われる矯正教育の処遇効果を否定しているように
見える。 
しかしながら、課題 1 で見たように社会内処遇である保護観察よりも施設内
処遇である少年院送致となった対象者の方が YLS/CMI の合計得点は高かった。
すなわち、少年院送致となった対象者の方がもともと再犯リスクは高いわけで
あり、もしも少年院の処遇効果が無いとすれば、少年院送致群の再犯率は社会
内処遇群よりも高くなったはずである。しかしながら、分析で得られた結果は
両群の再犯率に差が認められなかったということは、少年院はその処遇によっ
て少年院送致群の再犯率を低下させたと考えることもできる。Shadish, Cook, 
& Campbell (2002)は、処遇効果の検証を行う際に処遇群と非処遇群への対象者
の割付を対象者の性質が均一になるように配慮を行わないと正確な効果検証が
できないという現象をセレクション・バイアスと呼んでいるが、今回の分析で
得られた少年院送致群と社会内処遇群の再犯率に差が認められないという結果
はこのセレクション・バイアスによって生じていると解釈できる。 
 
リスク群毎の処遇効果検証 
 
対象者を合計得点によって最低リスク、低リスク、中リスク、高リスクの 4
群に分け、それぞれの群において少年院送致少年と社会内処遇少年の再犯率の
比較を行ったところ、中リスク群においてのみ少年院送致群の方が社会内処遇
群よりも有意に再犯率が低下しており、その他の群である最低リスク、低リス
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ク、高リスクの 3 群では少年院送致群と社会内処遇群の再犯率に有意な差が認
められなかった。再犯リスクが等しい群の中で少年院送致群と社会内処遇群を
比較したわけであるから、この分析は上述のセレクション・バイアスを回避し
ていると考えられる。したがって、中リスク群においては社会内処遇を行うよ
りも少年院で処遇を行ったほうがより再犯を抑止する効果が実際にあったと結
論づけることができる。 
それ以外の群では少年院に送致したことによる再犯抑止の効果が見られなか
ったが、その理由としては以下に示すようなことが考えられる。まず、最低リ
スク群、低リスク群は、もともと再犯リスクが低いので、少年院での処遇によ
って、そこからさらに再犯リスクを下げることは難しかったと考えられる。
Andrews & Bonta (2010)のリスク原則によれば、再犯リスクの低い犯罪者には
低密度の処遇を行うことが必要であり、これを逸脱して再犯リスクの低い犯罪
者に高密度の処遇を実施しても効果が無いか、あるいは逆効果になるとされて
いる。少年院処遇は施設に 24 時間収容して集中的な教育を行うものであるから
高密度処遇に該当しており、この高密度処遇を最低リスク群、低リスク群とい
う再犯リスクの低い犯罪者に実施したために、有意な処遇効果が生じなかった
と考えられる。先にも述べたように、家庭裁判所の審判決定において少年院に
送致するかどうかの判断は、単に再犯リスクの高低のみによるものではなく、
事案の内容等を考慮して行われる。このため、今回の分析結果に見られたよう
に、再犯リスクの低い者が少年院に送致され高密度処遇を受けるといったこと
はしばしば生じ得るが、再犯抑止という観点からは、無意味な処置であると言
えるかもしれない。 
一方、高リスク群において少年院処遇が社会内処遇と比較して再犯抑止効果
を示さなかったことは、高密度の少年院処遇によっても再犯を抑止することが
できないほど対象者の再犯リスクが高かったのではないかと思われる。また、
高リスク群に振り分けられた対象者は 389 名中 8 名と人数がかなり少なかった
ために、統計的に少年院処遇の効果を確認できなかった可能性もある。何れに
しても、彼らは現代の処遇では更生困難な犯罪者であることは間違いないであ
ろう。こうした対象者に焦点を当てた処遇開発が必要と思われ、これが我が国
の刑事政策の今後の重要な課題の一つとなると考えられる。 
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第 5 節 各領域が再犯に与える影響の分析について 
 
 
8つの領域得点が個別に再犯に与える影響 
 
課題 5 では YLS/CMI の 8 つの各領域得点が再犯に与える影響について分析
をおこなった。入所時年齢と 8 つの領域得点を一括投入して分析した結果では
(モデル 1)、再犯に対する入所時年齢の負の効果、3.教育・雇用、1.非行歴、2.
家庭状況・養育は正の効果が有意であり、4.仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯
楽、7.人格・行動、8.態度・志向の 5 領域は再犯に有意な影響を与えていなかっ
た。 
年齢と犯罪には強い関連があるとされており(Gottfredson & Hirschi, 1990)、
我が国の少年鑑別所に入所した非行少年のサンプルでも入所時年齢が低いほど
その後の再犯率が高いことが確認されている(森・花田, 2007)。年齢が低い内に
少年鑑別所に入所してくる者は非行性が進んでいるということは実際の臨床現
場で働く実務家の感覚としても了解できる事象である。本研究において年齢が
低い者ほど再犯リスクが高いという結果はこれまでの犯罪学上の知見と合致し
たものと言える。 
一方、3.教育・雇用、1.非行歴、2.家庭状況・養育が再犯の促進要因として働
いていることは、Andrews & Bonta (2010)の知見と合致するものの、4.仲間関
係、5.物質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・志向の 5 つの領域得点
が再犯に有意な影響を与えていなかった点は、意外な結果であると言える。 
このような結果となったことについては、静的リスク要因である 1.非行歴が
この分析において同時に投入されていたことが影響を与えていた可能性も考え
られる。非行歴は、犯罪学研究において再犯に影響を持つ強力な要因であるこ
とが確認されており、このため、それが動的リスク要因の効果をマスキングし
た可能性があったからである。そこで、モデル 3 では 1. 非行歴を除き、入所時
年齢と動的リスク要因である 2.家庭状況・養育、3.教育・雇用、4.仲間関係、5.
物質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・志向だけを投入した分析を行
った。しかし、結果は変わらなかった。4.仲間関係、5.物質乱用、6.余暇・娯楽、
107 
 
7.人格・行動、8.態度・志向の 5 領域は再犯に有意な影響を与ず、このことは、
これらの動的リスク要因の働きが本質的に弱いことを示唆している。 
これら 5 領域は、犯因論的リスク要因として欧米の研究では再犯に影響を与
えるとされてきたものである。しかし、本研究結果がそうではなかったことに
ついては、その理由として以下の 2 点が考えられる。第 1 に、YLS/CMI 合計得
点は再犯に有意な影響を与えていたことから、各領域が単独で再犯に与える影
響は小さいが、それらを合わせるなら一定の予測力が生まれるということが考
えられる。5 領域の動的リスク要因が再犯に影響を与えることが欧米の研究によ
って確認されていることを考えれば、これらの項目をリスク・アセスメント・
ツールに組み込んで我が国の非行少年を査定していくことには一定の妥当性が
あると考えられる。第 2 に、本研究のサンプルサイズは 389 名であり、再犯研
究の規模としては十分に大きいとは言えない。このために、個別領域の予測力
が低かったのであって、サンプルを追加することによってこれを改善できる可
能性もあると考えられる。 
 
静的リスク要因が再犯に与える影響 
 
入所時年齢と静的リスク要因である領域 1.非行歴を投入した分析では(モデル
2)、入所時年齢の負の効果、1.非行歴の正の効果が有意となった。このモデルは
動的リスク要因を含まないものであるから、リスク・アセスメント・ツールと
しては第 2 世代としての特徴を持つモデルになっている。今回、研究に用いた
YLS/CMI は動的リスク要因を含んだ第 3 世代リスク・アセスメント・ツールで
あるから、そこから第 2 世代の部分だけを取り出して構成したモデルと言うこ
とができよう。YLS/CMI の動的リスク要因には、実際に非行少年と面接をして
資質面についてある程度詳細な調査を行わないと評定が難しい内容も含まれて
いる。したがって、書類上の資料しかない場合など、限られた情報によって再
犯リスクを査定しなければならない際には、静的リスク要因のみを調べること
で、対象者の再犯リスクを見積もることが必要になる状況も出てくるであろう。
こうした場合には、静的リスク要因のみによる予測がを行うことが考えられる。
今回の分析では静的リスク要因である入所時年齢、1.非行歴のどちらも再犯に有
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意な影響を与えていたことが確認されたことから、YLS/CMI から静的リスク要
因のみを取り出して再犯リスクを査定する手法を開発していくことも可能であ
ることが示唆されている。もちろん、精度の高い再犯リスクの査定や処遇領域
の選定を行うためには、静的リスク要因と動的リスク要因の両方を査定するこ
とが必要であることは言うまでもないことである。 
 
当てはまり良いモデルの探索 
 
全領域の得点を投入し、変数増加法によって当てはまりのよいモデルを探索
した分析では(モデル 4)、入所時年齢の負の効果、1.非行歴、2.家庭状況・養育、
3.教育・雇用の正の効果が有意となった。 AIC(赤池情報量基準)による評価では、
このモデル 4 が最も当てはまりが良いことが示されている。このモデル 4 で探
索された独立変数の組み合わせは、モデル 1で有意にならなかった 4.仲間関係、
5.物質乱用、6.余暇・娯楽、7.人格・行動、8.態度・志向の 5 つの領域が除去さ
れたモデルになっており、変数選択の結果は他のモデルによる分析結果と整合
性のあるものだった。 
この 5 領域は単独での有意な再犯予測力が本研究では確認されなかったが、
上で述べたように先行研究の知見からは、これらが再犯予測において効果を持
つという十分な論拠はある(Andrews & Bonta, 2010)。また、犯罪者更生におい
て目指すべき目標を定めるという目的からすると、この 5 領域の必要性は否定
できない。全領域得点を合わせた合計得点が有意に再犯に影響を与えているこ
とを考えれば、今後もリスク・アセスメント・ツールにはこれらの領域を含め
ておく必要があると考えられる。 
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